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序     文 
 

日本国政府は、ベトナム社会主義共和国政府の要請に基づき、ベトナム国「河川流域水環境管

理調査」を実施することを決定しました。 

独立行政法人国際協力機構は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、

当機構の地球環境部第二グループ環境管理第一チーム長大久保恭子を団長とする事前調査団（第

1 次事前調査団：2007 年 3 月 7 日から 3 月 24 日まで、第 2 次事前調査団：2007 年 7 月 8 日から 7

月 21 日まで）を現地に派遣しました。 

調査団は本件の背景を確認するとともに、ベトナム社会主義共和国政府の意向を聴取し、かつ

現地踏査の結果を踏まえ、本格調査に関する合意文書に署名しました。 

本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するために作成したものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

2008 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部長 伊藤 隆文 
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第一部 
第１次事前調査 





第１章 第１次事前調査の概要 
 
１－１ 要請の背景及び調査団派遣の経緯 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）においては、近年の飛躍的な経済成長

に伴う都市化、工業化の進展により、特にハノイ、ホーチミン等の主要都市とその周辺地域にお

いて、産業廃水、家庭排水、農業排水が流入する河川、湖、運河等の汚染が顕著となっている。

このような状況下、ベトナム政府は 1994 年に環境保護法を施行し、水質、大気質等に係る排出基

準を整備し、また、環境に係る国家的管理を強化することを目的に、2002 年に天然資源環境省

（MONRE）を設立した。 
ハノイ近郊を流れるヌエ川（Nhue River）、ダイ川（Day River）及びカウ川（Cau River）は、ホ

ーチミン近郊のサイゴン川（SaiGon River）及びドンナイ川（DongNai River）と並んで水質汚染

が進んでおり、これら河川流域の環境改善は、MONRE の最優先課題として国家環境戦略に位置

づけられている。 
しかしながら、これら河川においては、汚染現状の詳細な把握、汚染源の特定、汚染メカニズ

ムが十分解明されておらず、具体的な対策がとられていない状況にあるため、ベトナム政府は、

現況の調査分析に基づく河川流域の環境管理計画策定につき、わが国に開発調査の実施を要請し

た。 
 
１－２ 調査団派遣の目的 

第１次事前調査では、ベトナム側関係者との協議や現地踏査等を通し、要請背景、対象 3 河川

流域の概況、及びベトナム側調査実施体制の確認を行い、併せて本格調査対象範囲の絞り込みを

実施、協力内容の骨子を検討するとともに、本格調査開始に向けたベトナム側との協議結果につ

きミニッツに取りまとめる。 
 
１－３ 調査団員の構成 

No. 担当業務 氏 名 所 属 

1 総  括 大久保 恭子 
JICA 地球環境部第二グループ 
環境管理第一チーム長 

2 環境行政 今井 千郎 JICA 国際協力専門員 

3 水環境管理 山本 充弘 
社団法人海外環境協力センター 
参与 

4 流域環境管理制度 西宮 康二 
社団法人海外環境協力センター 
主任研究員 

5 河川流域環境管理計画 岡田  弘 
株式会社エヌジェイエス･コンサルタンツ 
地球環境部技術専門部長 
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１－４ 調査期間及び日程 

調査期間は、2007 年 3 月 7 日から 2007 年 3 月 24 日までで、日程は以下のとおりである。 
日順 月 日 日 程 

1 3/7 水 19:00 ハノイ着（今井、山本、岡田） 
2 3/8 木 JICA ベトナム事務所打合せ 

MONRE（VEPA, DOE, EIA&A, DWRM,ICD）打合せ 
現地調査 
15:10 ハノイ着（西宮） 

3 3/9 金 現地調査（Nam Dinh DONRE） 
4 3/10 土 資料整理 
5 3/11 日 団内打合せ、資料整理 
6 3/12 月 現地調査（Thai Nguyen DONRE） 
7 3/13 火 現地調査（Bac Ninh DONRE） 

MONRE（VEPA, DOE, EIA&A,DWRM, ICD）打合せ 
8 3/14 水 08:30 ハノイ着（大久保） 

ワークショップ準備、ミニッツ案作成 
MONRE（VEPA, DOE, EIA&A,DWRM, ICD）打合せ 

9 3/15 木 終日: ワークショップ（MONRE, 8 DONREs）* 
10 3/16 金 団内打合せ、ミニッツ作成 

ミニッツ協議 
JICA ベトナム事務所報告 

11 3/17 土 資料整理、団内打合せ 
12 3/18 日 資料整理 
13 3/19 月 ミニッツ署名、団内打合せ 

13:30 ハノイ発（大久保） 
14 3/20 火 継続調査（MONRE） 
15 3/21 水 継続調査（Nhue-Day 川） 
16 3/22 木 継続調査（MARD,MOI） 

在ベトナム日本大使館報告 
23:55 ハノイ発（今井、山本、岡田） 

17 3/23 金 07:20 成田着（今井、山本、岡田） 
継続調査（Hanoi DONRE） 
00:25 ハノイ発（西宮） 

18 3/24 土 06:40 成田着（西宮） 
* MONRE: VEPA, DOE, EIA&A, DWRM, ICD ほか 
  8 DONREs: Hanoi, Ha Tay, Hoa Binh, Ha Nam, Nam Dinh, Ninh Binh, Bac Ninh, Thai Nguyen 
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１－５ 主要面談者 

＜ベトナム側関係者＞ 
(1) 天然資源環境省（Ministry of Natural Resources and Environment：MONRE） 

国際協力局（International Cooperation Department：ICD） 
Mr. Nguyen Xuan Bao Tam, Vice Director 
Mr. Dinh Xuan Hung, Senior Official 
Mrs. Nguyen Kim Quy, Official 
Mr. Yasuaki Maeda, JICA Expert to MONRE 

環境局（Department of Environment：DOE） 
Mr. Phan Tuan Hung, Official 

水資源管理局（Department of Water Resources Management：DWRM） 
Mr. Trinh Xuan Quang, Official 

ベトナム環境保護局（Vietnam Environment Protection Agency：VEPA） 
Mr. Tran Hong Ha, Director General 
Mr. Tran Van Vui, Vice Director General 
Mr. Tran Hoa Binh, Vice Director General 
Mr. Duong Thanh An, Director of International Cooperation Division（ICD） 
Mrs. Nguyen Thi My Hoang, Official of ICD 
Mr. Nguyen Van Thuy, Deputy Head of Administrative Office, Central of Monitoring and 

Information Environment 
Mrs. Tran Thi Le Anh, Deputy Director of Integrated Coastal Zone, Marine and River Basin 

Management Division（ICZMRBMD） 
Ms. Nguyen Thi Duong Lieu, Official of ICZMRBMD 
Mr. Nguyen Huu Thang, Official of ICZRBMD 

 
(2) 天然資源環境部（Department of Natural Resources and Environment：DONRE） 

DONRE Nam Dinh Province 
Mr. Le Van Lich, Director 
Mr. Phan Van Phong, Head of Environmental Division 
Mr. Nguyen Anh Dai, Deputy Director 
Mr. Nguyen Van Son, Director of Monitoring and Information Environmental Centre 

DONRE Thai Nguyen Province 
Mr. Duong Van Khanh, Director 
Mrs. Tran Thi Minh Huong, Director of Monitoring and Information Environment Centre 
Mrs. Hoang Thi Lien, Deputy Head of Environmental Division 
Mrs. Nguyen Thi Hai, Head of Environmental Laboratory of Monitoring and Information 

Environment Center 
Mr. Nguyen Huu Bang, Head of Monitoring Division of Monitoring and Information Environment 

Centre 
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DONRE Bac Ninh Province 
Mr. Nguyen Tu Quynh, Director 
Mr. Trinh Van Phuong, Vice Director 
Mr. Ha Minh Hoa, Head of Environmental Division 
Mr. Nguyen Van Hung, Official of Environmental Division 
Mr. Nguyen Dai Dong, Head of Monitoring Station of Monitoring and Information Environment 

Centre 
DONRE Ha Noi 

Mr. Dang Duong Binh, Head Manager Meteo-Hydrology and Environmental Management Division  
 

(3) 工業省（Ministry of Industry：MOI） 
Mr. Chu Duc Khai, Deputy Director General, Science and Technology Department 
Mr. Tran Anh Tan, Expert, Science and Technology Department 

 
(4) 農業農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural Development：MARD） 

Mr. Le Duc Nam, Deputy Director General 
Mr. Nguyen Van Thanh, Water Resources Engineer, General office for River Basin Organization in 

Vietnam 
 

＜日本側関係者＞ 
(1) 在ベトナム日本大使館 

岡田 智幸 一等書記官 
 

(2) JICA ベトナム事務所 
東城 康裕 次長 
小島 英子 所員 
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・Chu 川、Nghinh Tuong 川、Du 川：これらの 3 支川は、Thai Nguyen 省の北部でカウ川

に合流する中規模河川である。 
・Cong 川：Thai Nguyen 省の南、ハノイ市との境界で北西から合流する。支川中流部に

比較的大規模で多目的の Nui Coc ダム貯水池がある。 
・Ca Lo 川：Cong 川の合流点から更に下流で、西側の Vinh Phuc 省からハノイ市を通っ

て合流する。 
・Ngu Huyen Khe 川：Bac Ninh 省の省都である Bac Ninh 市の北側でカウ川に合流する。

Bac Ninh 市及び近郊の排水路となっており、汚濁が非常に進行している河川である。 
カウ川流域は、森林率約 45％を維持しており、主に中流から上流部に分布している。し

かし、鉱業開発、工業開発、農業開発などの社会経済活動の発展に伴い、森林の荒廃も進

んでいる。 また、カウ川流域内には、Tam Dao National Park 及び Kim Hy Natural Preservation 
and Environmental Area があり、生態的に価値の高い歴史的かつ文化的な区域となっている。

これらの公園・保護区域には、動物・植物が多く生息しているが、生態系の悪化が次第に

顕著になってきている面がある。 
カウ川の年間流量は、約 45 億 m3 であるが、そのうち主要支川の Cong 川と Ca Lo 川か

らは、約 9 億 m3 となっている。カウ川流域に限らないが、ベトナム北部では、雨期と乾

期が比較的明確に別れている。雨期は 6 月から 10 月の約 5 ヵ月間であるが、年間流量の

80％程度が流下する。残りの 7 ～ 8 ヵ月間が乾期で、年間流量の 18 ～ 20％となる。通常、

最も流量が少ないのは 1 月から 3 月までで、この間の流量は、年間の 5.6 ～ 7.8％程度と非

常に少なくなっている。 
 

(3) ヌエ・ダイ川流域概要 
ヌエ・ダイ川は、南シナ海に流入するダイ川水系であり、ヌエ川は、ダイ川の主要支川

の一つである。しかし、河川の汚染はヌエ川及びそこに流入する派川で特に進行している

ので注目度が高く、ヌエ・ダイ川という表現が一般的である。ヌエ・ダイ川流域範囲につ

いては、複雑な水系システムとなっていることから、明確に示すのは難しい面がある。

MONRE からは、ダイ川河口を下流端として、Boi 川を含む支川が流域に含まれるという

説明を受けた。 
・総流域面積: 7,665 km2 
・年間総流出量: 約 288 億 m3 
・主要支川: Nhue, Thanh Ha, Tich, Hoang Long, Chau Giang, Dao, Ninh Co  
・河川密度: 0.7 ～ 1.2 km/km2 
・流域内の地方省: Ha Tay, Ha Nam, Ninh Binh, Nam Dinh, Ha Noi, Hoa Binh 
・人口: 1,018 万 6,000 人（2005） 
ヌエ・ダイ川流域は、支川の Boi 川流域とダイ川流域の中上流部の右岸の一部区域には、

山岳または丘陵地帯が見られるが、その他の区域はほとんど平坦な地形である。 
ダイ川は、1975 年以降は、Hong 川に面した水門が整備されたため、Hong 川の放水路と

しての機能ももっている。ダイ川水系において、Hong 川から分派する他の河川または水路

と同様に、ダイ川も Hong 川からは水門で調節されている。現在、第一水門と第二水門間

の水路掘削工事を行っており、ダイ川の Hong 川に面した水門は閉じられているので、上
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流区間は河川幅の割に水量は少ない。しかしながら、ダイ川には、Hong 川からの取水・流

入水路も含めて、多くの水路及び支川が流入しているので、下流に進むに従って次第に流

量が増大する。 
ヌエ川は、ハノイ市西部で Hong 川から分派している。ダイ川と同様に水門で Hong 川か

らの取水を調整している。また、ヌエ川の下流区間には Hong 川と結ばれている Chau 川ほ

かの水路がヌエ川に合流している。ただし、各々の河川間は、水門で流出入が調節されて

いる。 
ヌエ川は、ダイ川本川と全主要支川のなかで、最も汚染度が高いが、その主たる原因は、

ハノイ市の主要排水路となっている To Lich 川が流入するほか、Ha Tay 省及び Ha Nam 省

などの地方省の市街区域やクラフトビレッジからの排水が流入するからである。To Lich
川は、規模的には主要支川ではないが、ハノイ市を縦貫している重要河川である。To Lich
川には、Lu 川、Kim Nguu 川、Set 川などの支川が合流している。また、To Lich 川がヌエ

川に流入する前にも水門があり、流入量の調節をしている。この他の支川として下流区間

の Nam Dinh 川があり、Hong 川と接続されている。さらに、第二の支川として、Hoa Binh
省から流入する Boi 川がある。 

ヌエ・ダイ川流域は、わが国の通常の河川流域とは異なり、多くの水路と河川が複雑に

ネットワーク化されたデルタ区域である。全流量の 85 ～ 90％が Hong川からの流量であり、

年間平均流量約 288 億 m3 のうち、Dao 川から 257 億 m3（約 89.5％）が流入し、ヌエ・ダ

イ川の上流からは、13.5 億 m3（4.7％）に過ぎない。Hong 川からのその他の水路・水門は、

詳細には確認していないが、ヌエ・ダイ川流域内の河川は、各所の水門の調節による Hong
川からの分水に大きな影響を受けると推察される。なお、Hong 川の水門のオペレーション

は、MARD でのヒアリングによれば、同省の管理下にあるとのことであったが、ハノイ市

でも独自の自治体間ネットワークを通して水質汚濁改善のための水門管理を行う調整メ

カニズムを開発していることを確認しており、今後詳細な機構及び機能の確認が必要であ

る。 
雨期（6 ～ 10 月）の河川流量は、年間流量の 70 ～ 80％になる。乾期（11 ～ 5 月）は、

主に Hoang 川からの分水で、ヌエ川（Lien Mac sluice）及び Dao 川（平均約 200 ～ 300m3/s）
を通ってダイ川へ流下する。 

一方で、河口から近い河川区間は潮汐（潮位差は 2 ～ 3m）の影響を受ける。ダイ川の河

口からの感潮区間がどのくらいか確認していないが、Hoang Long 川との合流部では、現地

踏査時に表流水が上流に流れていたことから、上潮の影響は少なくともこの地点（河口よ

り約 50km 上流）まで及んでいることが確認された。 
 

(4) ドンナイ・サイゴン川流域概要 
ドンナイ・サイゴン川は、一つの水系として区分されている。第１次事前調査では、現

地での協議前には、ハノイ周辺の 2 河川流域を調査対象とする予定であったが、MONRE
側との協議で、ドンナイ・サイゴン川を調査対象地域に含めることになった。 

MONRE から提供された流域概要は次のようになっている。 
・総流域面積: 3 万 7,400 km2 
・年間総流出量: 36 億 6,000 万 m3 
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・主要支川: Dong Nai, Be, Sai Gon, Vam Co, Thi Vai 
・河川密度: 0.3 ～ 0.8 km/km2 
・流域内の地方省: Lam Dong, Binh Phuoc, Binh Duong, Tay Ninh, Dong Nai, Ho Chi Minh 

City, Dak Nong, Long An, Ba Ria - Vung Tau, Binh Thuan, Ninh Thuan 
・人口: 1,643 万 1,000 人（2005） 
ドンナイ川は、その水源をカンボジアとの国境（標高 300 ～ 500m）並びに南部ベトナム

の Lam Don 省、Binh Phuoc 省、Dong Nai 省の山岳地域（標高 1,000 ～ 2,000m）にもち、ホ

ーチミン市の東側を経由してサイゴン川と合流し、更に流下して南シナ海に流入している。

ベトナムでは、Mekong 川、Hong 川に続く国内第三の河川で、河川延長は本川で約 500km、

流域面積は約 4 万 3,000km2 である。このうち、国内部分は約 3 万 7,400km2 であり、全体

の約 85％を占めている。 
ドンナイ川流域は、上流部は標高 200 ～ 900m 程度の比較的急峻な地形を有するが、中

流部は標高数 10 ～ 200m 程度のなだらかな丘陵地域であり、森林区域も広く、ゴム林など

の植林が広範囲に行われている。下流部となる区間は広大な平野部を形成し、ホーチミン

市を中心とするベトナム最大の一大経済圏がある。 
潮汐の影響区間（感潮区間）は、かなり内陸部まで及び、ダムによる流量調節効果によ

って、遡上区間が短くなる場合もあるが、100km 以上の区間が感潮区間となっている。ま

た河口から 60 ～ 80km 上がった所に位置するホーチミン市にまで、大型船舶の寄港可能な

航路が整備されており、感潮区間に影響を及ぼしていると思われる。 
気候は、熱帯モンスーン気候帯であり、10 月から 5 月までの雨期に年間降水量の約 85％

の降雨がある。ドンナイ川流域全体の年間流出量は、約 366 億 m3 であり、そのうちベト

ナム国内からの量は、約 320 億 m3（89％）である。また、Be 川からは約 80 億 m3、サイ

ゴン川からは約 30 億 m3、Vam Co 川からは約 50 億 m3 流出している。 
流域内には、多くのダムやその他の河川制御施設がある。ダム貯水池としては、Tri An

貯水池（水力用）と Dau Tieng 貯水池（灌漑用）が代表的であるが、ほかにも、水力を主

とするダムとして、ドンナイ川にある Da Nhim ダムと Dai Ninh ダム、Be 川にある Thac Mo
ダムと Ca Don ダム、La Nga 川にある Ham Thuan ダムと Da Mi ダムなどがある。これらの

ダムによる調節で、特に乾期の流量増加、雨期の流量減少に大きな貢献をしている。 
流域の森林は、コメ、ゴム、コーヒー、胡椒などの需要の伸びを受け伐採され、耕地に

転換されてきた。また、ホーチミン市、Binh Duong 省、BaRia-VungTau 省などの市内及び

近郊は、主として工業用地として開発され、森林は残り少なくなっている。その他の地方

省では、平均 20％の森林率を維持しており、流域全体では、約 95 万 ha の水源涵養林や

UNESCO から認められたベトナムで最初の保護区域である Can Gio Mangrove Forest（7 万

3,360ha）などがあり、生物多様性の保全に貢献している。 
ドンナイ・サイゴン川流域には、河川延長が 10km 以上のものが 266 河川ある。ドンナ

イ・サイゴン川流域水系は、支川や派川をどこまで含むかによって、流域範囲・面積に差

が出てくるが、基本的には次のように区分されている。 
① ドンナイ川 

ドンナイ川には、サイゴン川との合流点から下流の区間、一般的に Nha Be 川と呼

ばれている区間を含んでいる。河口付近には入り江やデルタが発達しており派川が多
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く、Ganh Rai Bay 及び Soai Rap の 2 ヵ所の河口があるといわれているが、ドンナイ川

の河口をどこにするかについては明確に設定するのは難しい面がある。ドンナイ川の

主な支川は、下流側から、Vam Co 川、サイゴン川、Be 川、La Nga 川となっている。 
② Vam Co 川 

河口付近で、ドンナイ川に合流するので、支川でなく独立した河川としても分類で

きるが、一般的には、ドンナイ川水系の一部として扱われている。ドンナイ川との合

流点から約 30km 上流で、東 Vam Co 川と西 Vam Co 川が合流し、1 つの河川となって

いる。 
③ サイゴン川 

北方から流下するサイゴン川は延長 256km で、ホーチミン市を通り抜けた後で、ド

ンナイ川に合流する。 
④ Be 川 

サイゴン川との合流点からさらに約 100km 上流（Tri An ダムの下流側）で、ドンナ

イ川に右岸側から合流する。延長 344km、流域面積 7,170km2 である。 
⑤ La Nge 川 

Tri An ダムの貯水池に左岸側から合流する。主要支川のうち、ドンナイ川に左岸側

から合流するのはこの La Nge 川のみである。 
 

２－３－２ 河川及び河川水の使用状況 
河川及び河川水の主な使用目的について以下の項目を例示し、選択してマークするように、

ワークショップに参加した各地方省の天然資源環境部（DONRE。ハノイ近郊のみ）に質問した

ところ、表 2-2 のような回答が得られた。 
・航行・港湾 
・漁業 
・工業用水 
・灌漑用水 
・生活用水 
・レクリエーション・スポーツ活用 
・洗濯、水浴、トイレ 
・その他（砂・砂利採取、水草・水野菜栽培など） 
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表２－２ 河川/河川水利用目的（アンケート集計結果） 

河川/河川水利用目的 Hanoi Ha Tay Ha Nam
Nam
Dinh

Thai 
Nguyen 

Bac 
Ninh 

Ninh
Binh

航行・港湾    ○    
漁業 ○  ○   ○ ○ 
工業用水   ○ ○ ○  ○ 
灌漑用水 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
生活用水   ○ ○ ○ ○  
レクリエーション・スポーツ活用   ○   ○  

洗濯他   ○ ○ ○  ○ 
その他  ○1 ○2     

1：排水路 
2：観光、水上輸送、家畜用水 
 

上記の結果は、質問内容に詳細な説明を付与せずに、かつ限定的な対象者に行ったアンケー

ト形式の簡易調査による回答を取りまとめたものなので一般性には乏しいが、少なくとも対象

地方省すべてにおいて河川水は灌漑用水として使用され、工業用水や生活用水等のその他の目

的にも利用されていることが確認できた。しかしながら、河川水の利用形態については、河川

の状況及び利用者ごとに変化し、それぞれが異なる課題を有しているものと推察される。第 1
次事前調査の現地踏査により確認された最大の課題の一つとして、地方省の社会経済発展を担

い急速に発展しつつある工業地区（団地）の用水及び排水の取り扱いが、その周辺に広がる農

地の灌漑用水資源を汚染している現状に鑑みれば、水質汚濁の農業への影響が懸念される。 
 

２－３－３ 負荷状況 
河川流域の主要な汚染源として以下の項目を例示し、どの項目が深刻な汚染源となっている

かについて、順位をつけるようにワークショップに参加した各 DONRE（ハノイ近郊のみ）に

質問したところ、表 2-3 のような回答が得られた。 
・生活用水からの排水 
・大規模工業（団地） 
・中小規模工業（クラフトビレッジを含む） 
・病院からの排水 
・鉱業・鉱山からの排水 
・農業・灌漑からの排水（殺虫剤、肥料など化学薬剤） 
・畜産業からの排水 
・固形廃棄物処分場からの排水 
・港・船舶からの汚水、油流出 
・下水処理施設からの排水 
・土壌浸食 
・洪水・氾濫（流域内の堆積負荷の流出） 
・道路（交通）排水路からの流出 
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・自然系（森林など）からの流出 
 

表２－３ 河川流域の汚染源（アンケート集計結果） 

汚染源項目 Hanoi Ha Tay Ha Nam Nam Dinh
Thai 

Nguyen 
Bac Ninh 

Ninh 
Binh2 

大規模工業 3 3 1 8 2  ○ 
中小規模工業 1 2 2 3 7 1 ○ 
生活用水 2 1 3 1 1  ○ 
病  院  7 4 4 8  ○ 
鉱業・鉱山    5 3   

農業・灌漑  4 6 6 10  ○ 
畜産業  5 5 7 11  ○ 
廃棄物処分場  8 7 9 9  ○ 
港・船舶   10 2 13  ○ 
下水処理施設 1  6 9  4  ○ 
土壌浸食     5  ○ 
洪水・氾濫     6  ○ 
道  路   8  12  ○ 
自然系     14  ○ 
その他        

1：下水処理施設は、テストプラントが存在するハノイ市を除く質問対象の地方省には存在しない
ため、腐敗槽または排水処理施設として解釈し回答したものと思われる。 

2：Nam Dinh DONRE は、順位ではなく汚染源の項目を回答した。 
 

上記の結果は、質問内容に詳細な説明を付与せずに、かつ限定的な対象者に行ったアンケー

ト形式の簡易調査による回答を取りまとめたものなので、現地の状況を網羅しているかどうか

は確実ではないが、少なくとも家庭からの排水や工業が主要な汚染源となっており、それに次

ぐものとして病院、鉱山・鉱業、農業、畜産業などが位置づけられるという定性的な傾向が明

示されている。また、各地方省の主要産業と汚染源の順位が比例しており（例えば、河川航行

の多い Nam Dinh 省では、港・船舶の相対順位が高く、鉱工業が盛んな Thai Nguyen 省では、工

業、鉱業・鉱山、土壌浸食等の相対順位が高い）、地方省ごとに汚染源の特徴が変化し、その

汚染様式も一様でないことが推察される。 
次に、上記の質問に関連して、特に深刻な汚染源に関して、具体的な内容を質問したところ、

次のような回答があった。 
① ハノイ市 

・ 中小規模工業：Ha Tay 省内に、多くの中小規模クラフトビレッジがあり、廃水が直接

放流されている。 
・ 生活用水：ハノイ市の多くの家庭からの汚水は、Thanh Liet ダム（To Lich 川）を通っ

て、ヌエ川に流入する。この量は、30 万 m3/日になる。一方で、ヌエ川には、Ha Tay
省及び Ha Nam 省からの汚水も流入する。ハノイ市では、2005 年から、乾期の Thanh Liet

－22－



ダムからの放水・排水を調整している。 
・ 大規模工業：Ha Dong 市及び近郊にあるいくつかの工場からは、特に繊維・衣料製造

による各種の化学物質を含む廃水が流入している。 
② Ha Tay 省 

・ 生活用水：（記述なし） 
・ 中小規模工業：クラフトビレッジからの廃水の直接放流 
・ 大規模工業：排水基準を遵守していない多くの工場からの廃水 

③ Ha Nam 省 
・ 大規模工業：ハノイ市及び Ha Tay 省からの越省廃水 
・ 中小規模工業：ハノイ市及び Ha Tay 省からの越省廃水 
・ 生活用水：ハノイ市及び Ha Dong 市からの越省排水 

④ Nam Dinh 省 
・ 生活用水：市街地及び村落の排水路やポンプ場を通って流入 
・ 港・船舶：（明確な記述なし） 
・ 中小規模工業：クラフトビレッジからの廃水 

⑤ Thai Nguyen 省 
・ 生活用水：主に Thai Nguyen 市内の家庭からの排水（カウ川及び支川へ放流） 
・ 大規模工業：Song Cong IZ 及び Thai Nguyen Steel Company の産業廃水、Cam Gia 地区

の産業廃水、Tam Long Paper Company の産業廃水 
・ 鉱業・鉱山：KL（Trai Cam）、Ha Thuong、Dai Tu などの鉱山業からの排水の TSS 

⑥ Bac Ninh 省 
・ 中小規模工業：（回答なし） 

⑦ Ninh Binh 省（汚染源項目の順位に関する回答はなかったが、次のように回答） 
・ 第 1 原因：家庭からの排水及び工場廃水 
・ 第 2 原因：固形廃棄物、農薬、家畜の糞尿 
・ 第 3 原因：洪水や事故による油の流出など 

 
２－３－４ 汚染状況 

(1) 水質基準と水質モニタリング状況 
ベトナムでは、表流水、地下水、沿岸水などの水質基準や工業廃水、大気、騒音など、

各種の環境に関する基準があり、ベトナム標準（TCVN）の一部として整備されている。

水質基準は 1995 年に整備され、2001 年に追加、2005 年に追加と見直しが行われている。

このうち、河川水に適用されている表流水の水質に関する環境基準は、TCVN5942-1995 で

あり、適切な処理を行った後に家庭用水として使用する水域としての A 基準と他目的の B
基準（水産用水源を除く）に分かれている。基準項目は、計 31 項目あるが、代表的な項

目の基準値は次のようになっている。 
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表２－４ TCVN5942-1995（主要項目を抜粋） 

項目 単位 A 基準 B 基準 
PH mg/l 6 – 8.5 5.5 – 9 

BOD5（20℃） mg/l < 4 < 25 
CODCr mg/l < 10 < 35 
DO mg/l ≧ 6 ≧ 2 
SS mg/l 20 80 

Arsenic（As） mg/l 0.05 0.1 
NH4-N mg/l 0.05 1 
NO3-N（Nitrate） mg/l 10 15 

NO2-N（Nitrite） mg/l 0.01 0.05 
Coliform MPN/100ml 5,000 10,000 

 
各河川流域で水質モニタリングが行われており、国家的なモニタリングポイントと地方

省が実施しているモニタリングポイントが存在している。特に、地方省が実施している水

質モニタリングは、要員や予算が限られており、計画どおりのルーチンでモニタリングを

実施することは困難となっている。モニタリング・データは、MONRE の国家気象水門セ

ンターに集約されるよう制度で規定されているが、データの信頼性を確保するサンプリン

グやモニタリング手法に関する標準化が必要とされている。また、モニタリングポイント

の選定/設置基準は、存在していることを確認したが、施策策定に照らしたモニタリング業

務に関する目的の設定とその目的に沿った適正配置がなされているかは不明である。 
世銀の支援を受け、環境報告書（SOE）2006 を作成する過程で MONRE/ベトナム環境保

護局（VEPA）は、2005 年からカウ川及びヌエ・ダイ川の 30 ヵ所でモニタリングを実施し、

分析結果をドラフト中の SOE レポートに反映させ汚染源の分析や産業別の負荷量を算定

しているが、同データを活用するにはプロセスや評価手法の確認と検証が不可欠である。 
 

２－３－５ 水質汚染によるインパクト 
河川流域の水質汚染が及ぼすインパクトについて以下の項目を例示し、どの項目が主な問題

になるのかについて、選択するように、ワークショップに参加した各 DONRE（ハノイ近郊の

み）に質問したところ、表 2-5 のような回答が得られた。 
・ 悪臭 
・ 景観悪化、生態系劣化 
・ 水質に関係する疾患（人の健康） 
・ 漁業への悪影響 
・ 工業用水への悪影響 
・ 農業・灌漑用水への悪影響 
・ 生活用水（取水）への悪影響 
・ レクリエーション、スポーツ、洗濯などへの悪影響 
・ その他 
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表２－５ 水質汚濁によるインパクト（アンケート集計結果） 

インパクト Hanoi Ha Tay Ha Nam Nam Dinh Thai Nguyen Bac Ninh Ninh Binh

悪  臭  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
景観悪化 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

水系疾患  ○ ○ ○  ○ ○ 
漁  業 ○  ○   ○ ○ 
工業用水  ○ ○   ○  
農業・灌漑用水  ○ ○  ○   

生活用水 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝなど ○ ○ ○ ○ ○ ○  

その他        
 

上記の結果は、質問内容に詳細な説明を付与せずに、かつ限定的な対象者に行ったアンケー

ト形式の簡易調査による回答を取りまとめたものなので、正確に河川の水質汚染のインパクト

を表しているかどうかは不明であるが、生活用水、悪臭、景観悪化、レクリエーションなどの

インパクトがほとんどの参加者により選択された。これは、ベトナムの歴史、文化や習慣のな

かで培われてきた水に親しみをもったベトナム人の特質に、流域の河川の水質汚染が影響を及

ぼしていることを示唆していると思われる。 
また、上記の質問に関連して、具体的なインパクトの内容を質問したところ、次のような回

答があった。 
① 人の健康への影響 

・ ベトナムには、日常生活で河川水を利用せざるを得ない状況下に置かれている人々が

おり、それらの人々は汚染された水（農薬、重金属、油分、汚染有機物などが汚染物

質となっている）でも生活に利用しているので、人や家畜の健康被害を起こす可能性

がある。 
② 上水供給への影響 

・ 上水水源としての水質基準を超えた場合、基本的には取水ができなくなるが、その場

合の代替水源を探すのが困難である。 
・ 上水水源としての水質基準を超えた場合、既存の浄水施設、送水・配水・給水施設が

使えなくなる可能性がある。 
・ 上水水源としての水質基準内であったとしても、汚染が進むと造水コストが増加する

（例えば、水処理単価が 1,500 ～ 2,000VND/㎥から 2,000 ～ 2,500VND/㎥に増加した）。 
・ 地下水を水源としている場合でも、河川水からの浸透で水質が悪化する。 

③ 河川の景観、生態などへの影響 
・ 河川水の汚染は、河川の景観や生態系へ多くの悪影響を及ぼす。 
・ 河川を含んだ景観は、汚染された水によって大きなダメージを受ける。 
・ 有機物の流入によって、水草などの異常発生があり、水中の酸素が減少することによ

り水生生物に影響がある。 
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・ 有毒物質（油分、重金属、化学薬品等）の流入により、魚などに毒性が堆積し、食物

連鎖への影響が懸念される。 
・ カウ川流域の支川である Ngu Huyen Khe 川は、汚染が深刻で水生生物の生息が困難な

状況になっている。 
 

２－３－６ 汚染対策状況 
主要な汚染対策として以下の項目を例示し、、これらのうち実施したことがある汚染対策に

ついて、選択してマークするように、ワークショップに参加した各 DONRE（ハノイ近郊のみ）

に質問したところ、表 2-6 のような回答が得られた。 
・ 学校や住民への環境教育 
・ 主要汚濁源のインスペクションと指導 
・ 主要汚濁源の移動・移設・廃止 
・ 水質モニタリング 
・ 汚染状況調査 
・ 汚染対策・改善計画（M/P）作成 
・ 下水処理施設・システムの建設と改善 
・ 浄化槽の新設と増設 
・ 基準・規則の強化 
・ 河川内での浄化対策（浚渫、ばっ気、植生浄化など） 
・ 土地利用計画 
・ 自然区域の保全（森林、湿地帯など） 
・ その他（固形廃棄物処分場、水質の解析モデルなど） 

 
表２－６ 汚染対策状況（アンケート集計結果） 

汚染源区分 Hanoi Ha Tay Ha Nam Nam Dinh Thai 
Nguyen Bac Ninh2 Ninh Binh

環境教育  ○ ○ ○ ○ － ○ 
インスペクション ○ ○ ○ ○ ○ － ○ 
汚濁源の移設・廃止  ○  ○  －  
水質モニタリング ○ ○  ○ ○ － ○ 
汚染状況調査 ○ ○ ○ ○ ○ － ○ 
改善計画（M/P） ○ ○   ○ －  
下水処理施設 1 ○ ○    － ○ 
浄化槽    ○ ○ － ○ 
基準・規則強化  ○  ○ ○ － ○ 
河川内での浄化  ○  ○  － ○ 
土地利用計画     ○ － ○ 
自然区域保全      － ○ 
その他 ○3     －  

１：下水処理施設及び浄化槽は、質問対象の地方省には存在しないため、排水処理施設及び腐敗槽として解釈し、

回答したものと思われる。 
２：回答なし。 
３：灌漑部門と都市排水部門の汚濁負荷削減協力 
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上記の結果は、質問内容に詳細な説明を付与せずに、かつ限定的な対象者に行ったアンケー

ト形式の簡易調査による回答を取りまとめたものなので、定量的な分析は困難であるが、少な

くともすべての参加地方省で汚染状況調査を行い、何らかの対策を講じていることが示唆され

ている。一方で、首相決定第 64 号に基づく深刻な汚染源の対策をリードしているハノイ市の

回答に汚染源の移設・廃止が含まれていないため、回答者の認識に依存した結果となっている

ことを否めない。 
また、上記の対策に関して、実施した対策の効果に関する評価を質問したところ、インスペ

クションに関しては効果的だとする回答が多かったが、環境教育や水質モニタリングの効果は

限定的であるという回答が得られた。そこで、実施対策の効果が限定的となった理由に関し質

問を行ったところ、次のような回答があった。 
① ハノイ市 

・ 水質モニタリングの実施は、施設･器具の不備ばかりでなく、河川の水利用･開発状況

を十分に検討し実施していないことなどから、効果的とはいえない。また、各地方省

が個別に独自手法で実施している点も問題である。 
② Ha Tay 省 

（回答記述なし） 
③ Ha Nam 省 

・ 環境教育の評価は長期的な視点に立っており、効果が見えにくい。 
・ 汚濁源調査などでインベントリー調査が不十分。 

④ Nam Dinh 省 
・ 水質モニタリングは、汚濁状況を把握するために実施するが、予算不足で計画どおり

に実施できない。 
⑤ Thai Nguyen 省 

・ カウ川での水環境管理活動に関し、海外ドナーの支援が行われてきたが、汚染源調査

などが部分的で十分ではない。 
⑥ Bac Ninh 省 

（回答記述なし） 
⑦ Ninh Binh 省 

・ 環境保護関連の法令の強制力に限界がある。 
・ 関係者の環境保護に対する認識が不足している。 

 
さらに、河川の水汚染状況改善のために、実施中または今後実施予定の計画/プロジェクト/

活動について質問したところ、次のような回答があった。 
① ハノイ市 

・ 水利用と開発については、今後 10 年間、関係各地方省との合同調整委員会を通して

調整を図り、実施していく。 
・ 汚染水は、河川などへ排水する前に処理することを基本に、河川の汚染源を特定して、

段階的に対策をとっていく。 
② Ha Tay 省 

・ 汚染源のインベントリー調査を 2 河川で実施している。それによって、河川の汚濁レ
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ベルを評価し、流域管理と汚濁負荷削減対策を検討する。また、関係セクターの関連

部局と協力して、灌漑システムの調節、河川流量（希釈量）の増大、浚渫など、各種

対策を実施していく予定である。 
③ Ha Nam 省 

・ Hong 川から取水・導流して、Hat Mon 川（Ha Tay）、Day Dam 川（Ha Tay）、Tac Giang
川（Ha Nam）を経由して、ヌエ・ダイ川へ流入させる案がある。希釈効果を期待して

いる。 
④ Nam Dinh 省 

・ 環境保護に関する協議、教育、社会化の促進。 
・ 大規模工業地区（IZ）、工業団地（IC）、クラフトビレッジなどの（環境改善）計画。 
・ 汚染処理に対する予算の増大。 
・ 検証、インスペクションの改善・徹底と法的な強制力の適用。 

⑤ Thai Nguyen 省 
（回答記述なし） 

⑥ Bac Ninh 省 
（回答記述なし） 

⑦ Ninh Binh 省 
・ ヌエ・ダイ川流域の他の 5 地方省と協力して管理計画を立案したい。 

 
２－４ 河川流域環境管理状況 （付属資料 4.収集資料リスト 10 参照） 

２－４－１ 政 策 
ベトナムでは、環境保護を目的とした環境政策の基本的な枠組みを示す環境保護法（Law on 

Environmental Protection：LEP）が 1994 年 1 月に施行され、続いて 1994 年 10 月に同法の実施

要綱が政令（Decree No.175-CP on the Government Guiding the Implementation of the Law on 
Environmental、1994 年 10 月 18 日付）として整備された。また、環境違反への罰則や環境影響

評価（EIA）などに関する付属法制度も整備され、併せて TCVN として、水質や大気質等の使

途別のクオリティを定めた環境基準が、排水や排ガスなどに対する排出基準値とともに 1995 
年に規定された。3),4) 

これらの環境関連法制度整備は、包括的な環境保護をめざしたものであったが、MONRE が

設立される以前は、その執行体制が 1992 年に設立された旧科学技術環境省（MOSTE）を中心

に各関連省庁に分散されていたこともあり、急激な社会経済発展及び都市化の進展に追いつか

ずに環境汚染が顕在化した。このような状況に対し、ベトナム政府は、国家環境保護戦略

（Decision No.256/2003/QD-TTg, Approving the national strategy on environmental protection till 
2010 and orientations towards 2020、2003 年 12 月 2 日付）を首相決定し、優先的に取り組むべき

36 の環境課題（表 2-7 参照）を具体的に列記し、環境分野の取り組みを強化することを表明し

た。本戦略は、2010 年までに対策能力の向上を図り、環境質を改善することを目標としており、

                                                        
3) ENVIRONMENT SECTOR STUDY FOR JAPANESE ODA IN THE SOCIALIST REPUBLIC OF VIETNAM、JICA 在外基礎調査報

告書（2003 年 3 月） 
4) 日系企業の海外活動にあたっての環境対策（ベトナム編）「平成 13 年度日系企業の海外活動に係る環境配慮動向調査」報告

書、環境省（2002 年 3 月） 
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そのソリューションとして以下の 8 項目があげられている。 
① 環境汚染に対する人々の意識と責任の向上のための広報と教育を実施 
② 環境保全における国家管理や制度及び法律の強化 
③ 環境管理に対する経済的手段の適用の強化 
④ 経済発展、社会進展、法制及び環境保全の間の調和 
⑤ 環境保全における投資の強化と多様化 
⑥ 環境保全における科学研究と技術発展の能力の強化 
⑦ 環境保全活動の社会化を促進 
⑧ 環境保全に基づく国際協力を強化 
戦略の実行組織としては、MONRE が実行の中心組織及び第一の責任組織となっており、計

画投資省（MPI）及び財政省が資金の割り当てと配分の責任を負っている。また、関係省庁、

支局及び地方組織は、それぞれの業務範囲での環境保全戦略の策定と実行が義務づけられてい

る。 
 

表２－７ 国家環境保護戦略（水環境関連プログラムを抜粋） 

Program Priority ranking Completion time 

Rehabilitation of seriously polluted & degraded urban canals, 
ponds, lakes & river sections 

High 2010 for 1st phase

Cau River Basin Environmental Protection  Highest 2010 for 1st phase

Nhue-Day River Basin Environmental Protection  Highest 2010 for 1st phase

Saigon-DongNai River Basin Environmental Protection  Highest 2010 for 1st phase

National Targets for Rural Clean Drinking Water Supply & 
Environmental Sanitation 

Higher 2010 for 1st phase

Upgrading of urban drainage systems & construction of 
centered wastewater treatment systems  

Higher 2010 for 1st phase

Construction of centered wastewater treatment systems meeting 
environmental standards in all industrial parks  

Higher 2010 for 1st phase

 
このほか、持続的な開発をめざした「ベトナムアジェンダ 21」〔Decision No. 153/2004/QD-TTg, 

Strategic Orientation for Sustainable Development in Vietnam（Vietnam Agenda 21）、2004 年 8 月 17
日付〕を首相決定として採択し、政治局決議第 41 号（Resolution No. 41-NQ/TU, environmental 
protection in the period of accelerated national industrialization and modernization、2004 年 11 月 15
日付）により、2020 年までに工業国化・近代化を確立するという国家目標のなかでの環境保護

政策を強化している。さらに、1994 年 1 月 10 日に施行した環境保護法を改定（Law No. 
52/2005/QH11、2006 年 7 月 1 日施行）し、併せて付随する実施要綱（Decree No. 80/2006/ND-CP,  
Detailing and Guiding the Implementation of a Number of Articles of the LAW ON 
ENVIRONMENTAL PROTECTION、2006 年 8 月 9 日付）及び罰則規定（Decree No. 81/2006/ND-CP, 
Sanctioning of Administrative violation in Environmental protection、2006 年 8 月 9 日付）を整備し、

水環境の保護、水資源の有効活用を強化するとともに、地方省の環境管理責任の所在が明確に
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示されている。なお、改定環境保護法における水環境関連の項目は以下 BOX のとおりである。 
 

Box 改定環境保護法の水環境関連項目 
第 7 章：海洋環境、河川、及びその他の水資源の保護 
Section 1【海洋環境保護】 

 Article 55: 海洋環境保護原則 
 Article 56: 海洋天然資源保全及び有効利用 
 Article 57: 海洋環境汚染管理及び対策 
 Article 58: 海洋環境事故による汚染予防及び対応体制 

Section 2【河川水保護】 
 Article 59: 河川水保護原則 
 Article 60: 河川流域水環境汚染管理及び対策 
 Article 61: 河川流域水環境保護における地方省人民委員会の役割 
 Article 62: 河川流域水環境保護体制 

Section 3【その他水資源保護】 
 Article 63: 湖沼、運河、水路等の水資源環境保護 
 Article 64: 灌漑及び水力発電用貯水池の水資源環境保護 
 Article 65: 地下水資源環境保護 

 
第 8 章：廃棄物管理 

Section 4【排水管理】 
 Article 81: 排水コレクション及び処理 
 Article 82: 排水処理システム 

 
このほか、1999 年 1 月に施行された水資源法（Law No. 8/1998/QH10 of May 20, 1998）では、

表流水、雨水、地下水、海水をカバーしており、第 2 章に水資源の保護が明記されている。ま

た、無許可の水資源開発、有害廃棄物、無処理排水、処理後の環境基準値に達していない排水

を厳しく制限しており、併せて排水の許容量は、排出先の受容キャパシティによるとされ、排

水する前に基準値以内に抑えることが規定されている。 
さらに、2020 年に向けた水資源戦略（Decision No.81/2006/QD-TTg dated April 14th 2006, 

promulgating the National Water Resources Strategy Towards the Year 2020）では、国家水資源の効

率的な活用と開発を目標に、以下の開発課題が規定され、18 のプログラムが設定されている。 
 水資源及び生態系保護の強化 
 持続的かつ効率的な開発、ならびに水資源の有効利用 
 持続的な水資源開発 
 水起因ダメージの削減 
 法制度の改善 
 調査研究能力向上及び技術開発 
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２－４－２ 施 策 
(1) Policy Enforcement 

水環境管理･保護に関連した法制度を施行する施策としては、国家工業化･近代化戦略過

程における環境保護に向けた政治局決議（Resolution No.41/2004/NQ-TW dated on November 
15,2004)5)が採択されている。この決議では、環境保護の現状把握に基づき、各関係レベル

における制度整備により段階的に成功を収めてきた環境管理体制の強化と、関係各者･各

レベルにおける環境保護の重要性の理解不足とその実施に向けたアプローチ手法の不備

が指摘されており、5 つの視点、3 つの目標、5 つの一般的な課題、2 つの特定課題が設定

され、それに対する 7 つの環境保護施策が決議されている。 
 
BOX Resolution No.41/2004/NQ-TW 

II. VIEWPOINTS, OBJECTIVES AND TASKS 
A. Viewpoints 
1. Environmental protection constitutes one of the vital issues of mankind; a factor guaranteeing the 
people’s health and quality of life; a major contribution to our country’s socio-economic development, 
political stability, national security and defense, and the promotion of our international economic 
integration. 
2. Environmental protection, as an objective and one of the main contents of sustainable development, 
must be reflected in the socio-economic development strategies, schemes, plans and projects of every 
sector, every locality. The idea of attaching importance only to socio-economic development while 
neglecting environmental protection must be redressed. Investment in environmental protection means 
investment in sustainable development. 
3. Environmental protection constitutes a right and an obligation of every organization, household and 
individual, an illustration of a cultured and ethical lifestyle, an important criterion of a civilized society, 
and the loyalty to our forefathers’ tradition of living in tenderness and harmony with nature. 
4. Environmental protection should follow the guiding principle of prevention and mitigation of adverse 
impacts on the environment as the main measures, in combination with pollution treatment, degradation 
redress, environment improvement and nature conservation; the State investment shall be combined 
with increased mobilization of social resources and expansion of international cooperation; modern 
technology shall be combined with traditional methods. 
5. Environmental protection, as a complicated and urgent task involving many sectors and geographical 
areas, requires the close leadership and guidance of Party Committees at all levels, the uniform 
management by the State, and the active participation of the Fatherland Front and mass organizations. 
B. Objectives 
1. To prevent and mitigate environmental pollution, degradation and incidents resulting from human 
activities and natural impacts. To ensure sustainable use of natural resources, protect biodiversity. 
2. To overcome environmental pollution, first of all in severely polluted areas, restore degraded 
ecosystems, and gradually raise environmental quality. 
3. To make ours a country where the environment is benevolent, economic growth is in harmony with 
social progress and equity and environmental protection; and where everybody is conscious of 
environmental protection and lives in concord with nature. 
C. Tasks 
1. General tasks 
a) To prevent and mitigate negative impacts on environment. 
b) To deal with areas with polluted and degraded environment. 

                                                        
5) Environmental protection in the period of accelerated national industrialization and modernization（Resolution No.41/2004/NQ-TW 

dated on November 15, 2004） 
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c) To survey and get sufficient knowledge of natural resources; work out plans for their protection and 
rational exploitation, and for biodiversity protection. 
d) To maintain hygiene, protect and restore the environmental landscape. 
e) To meet environmental requirements in international economic integration. 
2. Specific tasks 
a) For urban and suburban areas 
b) For rural areas 
III. MAJOR SOLUTIONS 
1. To step up propagation and education work so as to raise environmental protection awareness and 
responsibility. 
2. To enhance State management over environmental protection. 
3. To step up the socialization of environmental protection activities 
4. To apply economic measures in environmental protection 
5. To create substantial changes in environmental protection investment 
6. To step up environment-related scientific research, technological application and human resource 
training. 
7. To expand and raise the efficiency of environment-related international cooperation. 

 
この決議を受けて、首相は活動計画を決定（Decision No. 34/2005/QD-TTg of February 22, 

2005）し、また、首相府及び関係各省･機関、ならびに地方省の人民委員会は、それぞれ

の業務のなかで独自の環境保護施策や活動計画等を打ち出している。 
また、2006 年 7 月 1 日に施行された改定環境保護法に併せて施行された実施要綱（Decree 

No. 80/2006/ND-CP, Detailing and Guiding the Implementation of a Number of Articles of the 
LAW ON ENVIRONMENTAL PROTECTION、2006 年 8 月 9 日付）では、1994 年に規定さ

れた旧環境保護法に関する実施要綱（Decree No. 175/CP of October 18, 1994）及び同要綱の

14 条の改定（Decree No. 143/2004/ND-CP of July 12, 2004, amending Article 14 of Decree No. 
175/CP.）に代わり、改定環境保護法のなかにある環境基準、strategic environment assessment
（SEA）、EIA、環境保護コミットメント、環境保護プロダクション、ビジネス/サービス活

動、有害物質管理、環境情報･データ公開に関する実施要領が規定されている。 
 
BOX Decree No.80/2006/ND-CP（改定環境保護法実施要綱） 

Chapter I 
GENERAL PROVISIONS 
Article 1.- Scope of regulation 
Article 2.- Subjects of application 
Chapter II 
SPECIFIC PROVISIONS 
Section 1. ENVIRONMENTAL STANDARDS  
Article 3.- Principles of application of national waste standards according to roadmap, by region, 
geographical area and branch 
Article 4.- Responsibility to formulate and competence to promulgate and announce national 
environmental standards for compulsory application 
Article 5.- Order and procedures for formulation, evaluation, promulgation and declaration of national 
environmental standards for compulsory application 
 
Section 2. STRATEGIC ENVIRONMENTAL ASSESSMENT, ENVIRONMENTAL IMPACT 
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ASSESSMENT AND ENVIRONMENTAL PROTECTION COMMITMENTS 
Article 6.- List of projects subject to making of environmental impact assessment report and guidance 
on the financial regime applicable to activities of making, appraising and monitoring environmental 
impact assessment reports 
Article 7.- Inter-branch and inter-provincial projects with environmental impact assessment reports to 
be appraised and approved by the Ministry of Natural Resources and Environment 
Article 8.- Conditions and scope of operation of organizations providing the consultancy service on 
making environmental impact assessment reports 
Article 9.- Dossiers of request for appraisal of strategic environmental assessment reports, 
environmental impact assessment reports and dossiers of registration of written environmental 
protection commitments 
Article 10.- Appraisal of strategic environmental assessment reports 
Article 11.- Appraisal of environmental impact assessment reports 
Article 12.- Time limit for appraisal of strategic environmental assessment reports and environmental 
impact assessment reports 
Article 13.- Making of additional environmental impact assessment reports 
Article 14.- Responsibilities of project owners after environmental impact assessment reports are 
approved 
Article 15.- Responsibilities of state agencies after having approved environmental impact assessment 
reports 
Article 16.- Dossiers, order and procedures for examining and certifying compliance with requirements 
set in decisions approving environmental impact assessment reports 
Article 17.- Registration of written environmental protection commitments 
Article 18.- Environment-friendly production and service establishments and products       
Article 19.- Environmental protection in the import, temporary import, border gate-to-border gate 
transport and transit of scraps 
 
Section 4. WASTE MANAGEMENT 
Article 20.- State agencies’ responsibilities for hazardous waste management 
Article 21.- Retrieval and disposal of used or discarded products 
 
Section 5. OTHER PROVISIONS 
Article 22.- Appraisal and assessment of environmental technologies and management of bio-products 
used in environmental protection  
Article 23.- Publicization of environmental information and data 
 
Chapter III 
IMPLEMENTATION PROVISIONS 
Article 24.- Implementation effect 
Article 25.- Implementation responsibilities 

 
また、既存の環境保護における行政違反に対する制裁に関しては、既存の政令（Decree No. 

26/1996/CP dated April 26,1996 及び Decree No.121/2004/ND-CP dated May 12, 2004）に加え、

新たな罰則規定（Decree No. 81/2006/ND-CP, Sanctioning of Administrative violation in 
Environmental protection、2006 年 8 月 9 日付）が政令として整備されている。この政令第

81 号には、環境基準の違反者には最大 7,000 万 VND（4,500USD 相当）の罰金が課される

ことが規定され、水源への排水または汚染物質の放流者には、その汚染のレベルに応じて

10 万～7,000 万 VND（7～4,500USD 相当）の罰金が課されることが規定されている。また、
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1999 年に整備された刑法では、①水資源に汚染を与えた者は、1,000 万～1 億 VND（600～ 

6,000USD 相当）の罰金刑が与えられ、②深刻な汚染を与えた者には 2～7 年の懲役が課さ

れ、③特に、著しい汚染を与えた者は、5～10 年の懲役に加え、500 万～1,000 万 VND（300～ 

600USD 相当）の罰金及び 1～5 年の操業停止が課されることが規定されている。 
ベトナムの環境関連基準は、ISO やその他先進国の基準を基に検討され、水資源に関連

する基準は表 2-8 に示すとおりとなっている。水質保全のための主な基準は、以下のもの

があり、2001 年に基準が追加、2005 年に一部が改定、見直しが行われている。しかしな

がら、これらの環境基準は、河川流域環境管理に限定したものではないため、統合的水資

源管理原則に基づいた目的ごとの最適な環境関連基準の検討が必要になっているととも

に、ベトナム側では底質や河川堆積物に関する環境関連基準の整備に関する検討も進めら

れている。 
【水質環境基準】 

 TCVN 5942:1995: 表流水水質環境基準 
 TCVN 5943:1995: 沿岸海水水質環境基準 
 TCVN 5944:1995: 地下水水質環境基準 

【排水基準】 
 TCVN 5945:1995: 産業廃水に対する排水基準（2005 年に改定） 
 TCVN 6772:2000: 生活排水に対する排水基準 
 TCVN 6980:2001: 生活用水として使用される河川への産業廃水に対する排水基準 
 TCVN 6981:2001: 生活用水として使用される湖沼への産業廃水に対する排水基準 
 TCVN 6982:2001: スポーツ・レクリエーションとして使用される河川への産業廃水

に対する排水基準 
 TCVN 6983:2001: スポーツ・レクリエーションとして使用される湖沼への産業廃水

に対する排水基準 
 TCVN 6984:2001: 水生生物の保護として使用される河川への産業廃水に対する排水

基準 
 TCVN 6985:2001: 水生生物の保護として使用される湖沼への産業廃水に対する排水

基準 
 TCVN 6986:2001: 水生生物の保護として使用される沿岸水への産業廃水に対する排

水基準 
 TCVN 6987:2001: スポーツ・レクリエーションとして使用される沿岸水への産業廃

水に対する排水基準 
 TCVN 7382:2004: 病院排水に対する排水基準 

【関連ガイドライン】 
 TCVN 6773:2004: 灌漑用水のための水質ガイドライン 
 TCVN 6774:2004: 水生生物保護のための淡水水質ガイドライン 
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表２－８ TCVN（水資源関連） 

No. TCVN No. Field Content
1 5502:2003 Domestic supply

water
Quality requirements

2 6663-1:2002 Sampling Part 1: Guidance on the gesign of sampling programmes

3 6825:2001 Water quality Evaluation of the “ultimate” anaerobic biodegradability of organic compounds in
digested sludge- Method by measurement of the biogas production

4 6826:2001 Water quality Evaluation of the elimination and biodegradability of organic compounds in an
aqueous medium- Activated sludge simulation test

5 6827:2001 Water quality Evaluation of the aerobic biodegradability of organic compouns in aqueous medium
by determination of oxygen demand in a closed respirometer

6 6828:2001 Water quality Evaluation of the an aqueous medium of the “ultimate” aerobic biodegradability of
organic compounds- Method by analysis of biochemical oxygen demand(close bottle

7 6830:2001 Water quality Determination of tritium activity concentration- Liquid scintillation counting
method
Determination of the inhibitory effect of water samples on the light emission of
Vibrio fischeri(Luminescent bacteria test)
Part 1: Method using freshly prepared bacteria

Determination of the inhibitory effect of water samples on the light emission of
Vibrio fischeri(Luminescent bacteria test)
Part 2: Method using liquid-dried bacteria

Determination of the inhibitory effect of water samples on the light emission of
Vibrio fischeri(Luminescent bacteria test)
Part 3: Method using freeze-dried bacteria

11 6917:2001 Water quality Evaluation of ultimate aerobic biodegradability of organic compounds in aqueous
medium- Static test (Zahn-Wellens method)

12 6918:2001 Water quality Guidance for their preparation and treatment of poorly water-soluble organic
compounds for the subsequent evaluation of their biodegradability in an aqueous
Biological classification of rivers

Part 1: Guidance on the interpretation of biological quality data from surveys of
benthic macroinvertebrates
Biological classification of rivers

Part 1: Guidance on the presentation of biological quality data from surveys of
benthic macroinvertebrates

15 7175:2002 Water quality Determination of the activity concentration of radionuclides by high resolution
gamma-ray spectrometry

16 7176:2002 Water quality Method of biological sampling- Guidance on handnet sampling of aquatic benthic
macro-intertebrates

17 7177:2002 Water quality Design and use of quantitative samplers for benthic macro-invertebrates on stony
substrats in shallow freshwaters

18 7183:2002 Water quality Water purifying systems for medical use-Specifications

Water quality assessment by use of biological index

Part 1: Method of use of quantitative samplers for benthic nematodes and meio-
benthos on substrata in shallow freshwaters
Water quality assessment by use of biological index

Part 1: Method of interpretation of biological quality data from surveys of the
nematodes and benthic meio-invertebrates

21 7221:2002 Water quality General environmental requirements for central industrial wastewater treatment
plants

22 7222:2002 Water quality General environmental requirements for central domestic(municipal) wastewater
treatment

23 5942:1995 Water quality Surface water quality standard

24 5943:1995 Water quality Coastal water quality standard

25 5944:1995 Water quality Ground water quality standard

8 6831-1:2001 Water quality

9 6831-2:2001 Water quality

10 6831-3:2001 Water quality

13 6966-1:2001 Water quality

14 6966-2:2001 Water quality

19 7220-1:2002 Water quality

20 7220-2:2002 Water quality
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No. TCVN No. Field Content
26 5945:1995 Industrial waste

water
Discharge standard

27 6772:2000 Water quality Domestic wastewater standard

28 6773:2000 Water quality Water quality guidelines for irrigation

29 6774:2000 Water quality Fresh water quality guidelines for protection of aquatic life

30 6980:2001 Water quality Standard for industrial effluents discharged into rivers using for domestic water
supply

31 6981:2001 Water quality Standard for industrial effluents discharged into lakes using for domestic water
supply

32 6982:2001 Water quality Standard for industrial effluents discharged into rivers using for water sports and
recreation

33 6983:2001 Water quality Standard for industrial effluents discharged into lakes using for water sports and
recreation

34 6984:2001 Water quality Standard for industrial effluents discharged into rivers using for protection of
aquatic life

35 6985:2001 Water quality Standard for industrial effluents discharged into lakes using for protection of
aquatic life

36 6986:2001 Water quality Standard for industrial effluents discharged into coastal waters using for
protection of aquatic life

37 6987:2001 Water quality Standard for industrial effluents discharged into coastal waters using for waters
sports and recreation

38 6177:1996 Water quality Determination of iron-Spectrometric method using 1,10-phenantrolin

39 6178:1996 Water quality Determination of nitrite- Molecular absorption spectrometric method

Determination of ammonium

Part 1: Manual spectrometric method

Determination of ammonium

Part 2: Automated spectrometric method

42 6180:1996 Water quality Determination of nitrate- Spectrometric method using sulfosalicylic acid

43 6181:1996 Water quality Determination of cyanide- Determination of total cyanide

44 6182:1996 Water quality Determination of total arsenic- Silver diethyldithiocarbamate spectrometric method

45 6183:1996 Water quality Determination of selenium- Atomic absorption spectrometric method (hydride
technique)

46 6184:1996 Water quality Determination of turbidity

47 6185:1996 Water quality Examination and determination of co lour

48 6186:1996 Water quality Determination of permanganate index

Detection and enumeration of coliform organisms thermotolerant coliform
organisms and presumptive Escherichia coli
Part1: Membrane filtration method

Detection and enumeration of coliform organisms thermotolerant coliform
organisms and presumptive Escherichia coli
Part 2: Multiple tube (most probable number)method

40 6179-1:1996 Water quality

41 6179-2:1996 Water quality

49 6187-1:1996 Water quality

50 6187-2:1996 Water quality
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No. TCVN No. Field Content
Detection and enumeration of faecal streptococci

Part1: Method by enrichment in a liquid medium

Detection and enumeration of faecal streptococci

Part 2: Method by membrane filtration

Detection and enumeration of the spores of sulfite- reducing anaerobes(clostridia)

Part 1: Method by enrichment in a liquid medium

Detection and enumeration of the spores of sulfite- reducing anaerobes(clostridia)

Part 2: Method by membrane filtration

55 6193:1996 Water quality Determination of cobalt, nickel, copper, zinc,cadmium and lead-Flame atomic
absorption spectrometric method

56 6194:1996 Water quality Determination of chloride-Silver nitrate titration whit chromate indicator (Mohr’s
method)
Determination of fluoride

Part 1: Electrochemical probe method for potable and lightly polluted water

Determination of sodium and potassium

Part 1: Determination of sodium by atomic absorption spectrometry

Determination of sodium and potassium

Part 1: Determination of potassium by atomic absorption spectrometry

Determination of sodium and potassium

Part 1: Determination of potassium by flame emission spectrometry

61 6197:1996 Water quality Determination of cadmium by atomic absorption spectrometry

62 6198:1996 Water quality Determination of calcium content-EDTA titrimetric method

63 6200:1996 Water quality Determination of sulfate-Gravimetric method using barium chloride

64 6202:1996 Water quality Determination of phosphorus- Ammonium molybdate spectrometric method

65 6216:1996 Water quality Determination of phenol index-4-aminoantipyrine spectrometric method after
distillation

66 6222:1996 Water quality Determination of total chromium- Atomic absorption spectrometric method

67 6224:1996 Water quality Determination of the sum of calcium and magnesium- EDTA titrimetric method

Determination of free chlorine and total chlorine

Part 3: Iodometric titration method for the determination of total chlorine

69 6226:1996 Water quality Test for inhibition of oxygen consumption by activated sludge

70 6488:1996 Water quality Vocabulary-Part 8

71 6489:1996 Water quality Evaluation in an aqueous medium of the “ultimate” aerobic biodegradability of
organic compounds- Method by analysis of released carbon dioxide
Determination of fluoride

Part 2: Determination of inorganically bound total fluoride after digestion and
distillation

51 6189-1:1996 Water quality

52 6189-2:1996 Water quality

53 6191-1:1996 Water quality

54 6191-2:1996 Water quality

57 6195:1996 Water quality

58 6196-1:1996 Water quality

59 6196-2:1996 Water quality

60 6196-3:1996 Water quality

68 6225-3:1996 Water quality

72 6490:1996 Water quality

 

 
これらの環境関連基準に加え、ベトナム政府は環境負荷の大きな汚染源に対し「事業所

等からの深刻な汚染に対する徹底的な対策計画」を首相決定（Decision No.64/2003/QD-TTg 
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dated on April 22, 2003)6)しており、全国で 4,295 ヵ所（2002 年時点）の汚染源を特定し、

深刻な汚染源となっている 439 ヵ所の事業体等に対し、2007 年までに徹底的な対策をとる

ことにしているが、2004 年 9 月の MONRE の報告書（Ref: No.63/BC-BTNMT）では、439
ヵ所のうち 40 ヵ所の対策（移転、操業停止、排水処理装置設置）がなされているのみで

あり、量的な指標を用いて汚染項目の削減がどの程度達成されたかも明確になっていない。

なお、上記計画の概略は以下のとおりである。また、2006 年 6 月 21 日に行われた日越双

方の関係者を集めて開催された環境セクター協議では、MONRE から表 2-9 のとおり報告

がなされたが、2007 年 1 月に新聞報道された Thuc MONRE 大臣の談話では、汚染対策さ

れた汚染源のうち、26 ヵ所しか同省の無公害証明を受けとれていないことが公表された。 
（http://english.vietnamnet.vn/tech/2007/01/650142/） 

 
表２－９ 首相決定第 64 号に基づく汚染源対策進捗状況 

目標年 目標数量 汚染対策済み 汚染対策中 未対応 
2005 51 ヵ所 28 ヵ所 11 ヵ所 2 ヵ所 
2007 388 ヵ所 80 ヵ所 251 ヵ所 68 ヵ所 
2012 3,856 ヵ所 － － － 

 
 
BOX Decision No.64/2003/QD-TTg 

各地方省ごとに調査を行い、全国で 4,295 ヵ所の汚染源を特定 
１．2007 年までの短期目標 

（1）439 ヵ所の深刻な汚染源の対策 
（製造業 284 ヵ所、最終処分場 52 ヵ所、病院 84 ヵ所、農薬保管施設 15 ヵ所、有害化学物

質保管施設 3 ヵ所、戦争中の不発弾等の保管施設 1 ヵ所） 
特に深刻な汚染源となっている 51 ヵ所については、2003 年から 2005 年の間に早急に集

中的な対策を実施（第 1 区分）、残り 388 ヵ所の深刻な汚染源は、早急に処理方法を立案（第

2 区分） 
２．2012 年までの長期目標 

（2）残り 3,856 ヵ所及び新たに汚染源となり得る施設についての対策 
工業化・近代化の発展を維持するため、全国の汚染源となる場所の調査を早急に実施し、

汚染源となる物質の削減に努め、汚染増加の防止を実施する。 
３．基本的解決方策 

 計画を実現するために、資金を多様化（自己資金、政府予算、組織からの借入金、その他

の資金） 
 ベトナム環境保全基金（VEPF）による資金の一部を助成する案を作成 
 計画実現のための各種の免税または減税措置及び優遇政策を実施 
 製造業では、クリーンテクノロジー導入と環境にやさしいアプローチを強化 
 ハノイとホーチミンを先行して実施 

                                                        
6) The Law on Environment Protection（2005）及び Decision No.64/2003/QD-TTg 
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 宣伝組織を通して、公衆へ計画実現の宣伝 
 計画実現のために国際協力推進強化 
 違反者の処罰 

４．実施体制 
 関係機関による指導･監視委員会を設立、委員長は、MONRE 大臣とする。 
 指導･監視委員会の委員は、投資計画省、財政省、科学技術省、工業省、建設省、運輸交

通省、農業農村開発省、保健省、国防省の各大臣とする。 
 

(2) 環境保護に向けた経済的施策 
2004 年 11 月に施行された政治局決議第 41 号によれば、2006 年から環境保護予算として

国家支出の最低 1％を割り当てることが規定されており、その実施は首相決定（Decision No. 
34/2005/QD-TTg by the Prime Minister on February 22, 2005）として定められているが、地方

省が策定する環境管理計画に基づく予算計画への組み込みが遅れており、予算措置がなさ

れていない地方省もある。また、2004 年 1 月 1 日から施行された政令第 67 号（Decree 
No.67/2003/ ND-CP dated on June 13, 2003)7)では、排水に対する環境保護費が設定され、2006
年までに 2,000 億 VND の環境保護費（レートについては表 2-10 参照）が排水を発生する

事業者や住民（水道料金の 10％が上限）から徴収され、VEPF に納められた後、地方省の

DONREs が行う環境保護プロジェクトに配布されている。 
 

表２－10 産業廃水に対する環境保護費 

料金の基準（VND/kg） 
No. 排水中の汚染項目 放流先 

環境 A 
放流先 
環境 B 

放流先 
環境 C 

放流先 
環境 D 

1 生物化学的酸素要求量 BOD 300 250 200 100 
2 化学的酸素要求量 COD 300 250 200 100 
3 浮遊物質量 TSS 400 350 300 200 
4 水銀 Hg 20,000,000 18,000,000 15,000,000 10,000,000 
5 鉛 Pb 500,000 450,000 400,000 300,000 
6 砒素 As 1,000,000 900,000 800,000 600,000 
7 カドミウム Cd 1,000,000 900,000 800,000 600,000 

注：放流先の環境 A は、特別都市と I,II,III 級都市の市内 
放流先の環境 B は、IV,V 級都市の市内または特別都市と I,II,III 級都市の郊外 
放流先の環境 C は、IV 級都市の郊外または都市に属しない村落（放流先の環境 D の村落を
除く） 
放流先の環境 D は、国境、山岳地帯、遠隔の高地にある村落 

 
(3) その他の施策 

地方における安全な水及び環境衛生の確保に関しては、首相指示（Directive No.200/TTg 
dated on April 29, 1994）及び 2020 年に向けた地方における安全な水及び環境衛生の確保に

                                                        
7) Decree No.80/2006/ND-CP 及び Decree 67/2003/ND-CP 
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関する国家戦略に係る首相決定（Decision No.104/2000/QD-TTg dated August 25, 2000）が発

効されており、各世帯、病院、工業等の汚染発生源からの下流域及び河口部の水源への放

流を禁止し、併せて河川及び湖沼における養殖を目的とした糞便の給餌を禁止している。

また、VAC モデル（ガーデン－養殖－畜産等を有機的に組み合わせた総合農業システム：

Vuon-Ao-Chuong）の導入や、養殖池用水の生活用水への使用禁止が定められている。 
 

２－４－３ 環境関連行政機関の現状（付属資料 4.  収集資料リスト 11 参照） 
MONRE は、行政組織改革の一環として 2002 年に設立8)され、その際に水関連分野の関係機

関の役割が MONRE を中心に整理された。この整理により、水資源管理業務のうち、国家的な

水管理機能が公共給水サービス事業から分離され、MARD から MONRE に移管された。しかし

ながら、MONRE に国家水資源管理業務が移行した際に、既存の水資源法の改定はなされず、

2003 年の MARD の業務規定改定においても、水資源分野の業務が一部 MARD に残ったままと

なっているため、河川流域管理における MONRE と MARD の役割と責任は明確に区分されて

おらず、現在、MARD には、National Water Resources Council（NWRC, Decision No.67/2000/QD-TTg 
dated on June 15, 2000）と Hong-ThaiBinh 川、ドンナイ川、MeKong 川に関する河川流域計画と

管理を担う河川流域組織（River Basin Organization：RBO）が設置（カウ川及びヌエ・ダイ川等

の副流域については、Sub-RBO が設置されている）されており、行政機関の重複と縦割り管理

機関の弊害を生んでいる。このような状況を受け、ベトナム政府は、首相の強いイニシアティ

ブの下、河川流域管理を省庁や地方行政組織の管理境界を越えて、流域本来がもつ地理的な境

界で管理するよう指向しており、MONRE に主要河川流域管理における統合的な水資源管理･

保護及び一般利用計画の策定機能を付与する首相決定（Decision No.123/2006/QD-TTg dated on 
June 3, 2006）を行い、一方、MARD に対しては、灌漑システム計画、水力発電開発計画、水産

養殖計画のレビュー/修正/補足を行うという限定的な機能に制限し、行政機関の整理を実施し

ている（関連行政機関の業務及び相関については、下記ボックス及び図 2-10 を参照）。 
 

Box 4.3. Responsibility for water resources by some other Ministries  
Ministry of Agriculture and 
Rural Development (MARD) 

Irrigation, flood prevention, water supply for rural living, management 
of irrigation schemes and dykes  

Ministry of Planning and 
Investment (MPI) 

Guidelines and checking for establishment and implementation of 
socio-economic development strategy by Ministries  

Ministry of Industry (MOI) Hydropower development through EVN  
Ministry of Science and 
Technology (MOST) 

Appraisal of draft and announcement of water quality standard by 
MONRE  

Ministry of Construction 
(MOC) 

Management of public and urban schemes: design and construct urban 
water supply and drainage schemes  

Ministry of Transportation 
(MOT) 

Management and development of water transport: manage water 
schemes and port system  

                                                        
8) Decree No.81/2006/ND-CP 及び Decree No.91/2002/ND-CP on functions, responsibility to MONRE for state management function for 

land, water, minerals, environment and related functions such as hydrometeorology, surveying and mapping（MONRE の業務規定） 
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Ministry of Fishery (MOF) Management of water for aquaculture and aqua-product processing  
Ministry of Health (MOH)  Management of drinking water quality: establish and monitor water 

quality standards  
Ministry of Finance (MOF)  Construction of policies on tax and fee for water resources  

出典：SOE2006 

 

 
出典：Vietnam Environment Monitor 2003, WB 

図２－10 ベトナムの水関連機関 

 
一方、MONRE の組織のうち水環境に関連しているものは、マクロレベルの政策及び制度の

検討、それに伴う企画立案を担当する政策立案機関としての役割を有する環境局（DOE）を中

心に、水資源管理を行う水資源管理局（DWRM）、EIA 評価局（EIA&A）、及び環境管理の実務

を全般的に担当し、モニタリング・データの管理、MONRE 及び DONRE 職員のトレーニング
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機能も担うベトナム環境保護局（VEPA）がある。しかしながら、省庁としての実績、環境と

いう分野横断的な特徴等から、これまで水資源的な観点から行政施策･管理を行ってきた実績

を有する MARD と比較して明らかに経験とノウハウが不足しており、技術的な支援についても、

研究機関や大学等の外部リソースに頼らざるを得ない状況にある。 
MARD は、同省傘下の研究機関である水資源計画研究所（Institute of Water Resource Planning）

に委託し、河川流域管理に関する調査を終えており、結果を報告書“Integrated Water Resources 
Planning of the Hong River and the Thai Binh River”に取りまとめ、河川管理業務に活用している。

統合的河川流域管理原則に関しては、1999 年に水資源法が施行される以前の 1980 年代から

MARD を中心に検討9)がなされ、併せて関係者の環境改善に向けたコミットメントがなされる

とともに、多種多様なステークホルダーの利害関係を調整するメカニズムが試行されてきた。

しかしながら、現在までに実効性をもった河川流域の環境改善に係る成果の発現は得られてい

ない。最近の、ベトナム政府の河川流域環境管理体制に関する強化政策は、このような背景を

基にする具体的な活動を生み出す組織体制の整備を指向したものと思われる。 
工業省（MOI）は、20 工業分野の国家的管理を行っており、改定環境保護法に従い省内に環

境部局を設けるとともに、MONRE と協力して河川流域の環境管理を実施している。環境保護

法の改定後は、閉山後のリハビリテーション、クリーナプロダクション（CP）の導入、排水処

理装置の導入などのプログラムを実施し、あわせてヌエ・ダイ川及びカウ川の汚染に影響を与

えている該当工業分野に対し、環境基準を守るように指導している。また、省エネルギーや CP
に関する研修を行い、ISO14000 の導入促進を図るために、環境保護費の割引制度を適用してい

る。さらに、IZ や輸出加工区（EPZ）等の生産拠点やクラフトビレッジのアセスメントを独自

に行っており、2008 年を目処に建設省（MOC）とともに有害廃棄物管理計画の作成を進めて

いる。 
このほか、地方省も中央政府と調整を図りながら、環境汚染現場での様々な施策を施行して

いるが、環境管理に対する理解やノウハウの不足から不適切な施策や活動計画の策定が行われ

ることが多く、また、予算、人員、機材等の制限から計画どおりの対策実施は困難となってい

る。 
このような状況から、MONRE の国家的な河川流域環境管理に実効性をもたせるためには、

本開発調査において支援する内容を詳細に検討し、戦略的にアプローチを行うとともに、成果

品として想定される環境管理手法やツールの有効性をベトナムのコンテキストに照らして検

証する必要がある。そのためには、関連情報を的確に収集し解析を行い、リソースの把握と合

わせて設定される対策シナリオの実施可能性を検討するための MONRE のキャパシティ・ビル

ディングが不可欠であると思われる。 
 
２－５ 現地再委託（付属資料 4.収集資料リスト 12 参照） 

本開発調査の詳細な実施細則（S/W）が検討されていない現段階では、河川流域環境管理計画

策定における再委託分野が特定できないところ、ベトナムにおけるローカルコンサルタントのポ

テンシャルを業務指示内容（TOR）に照らして判断することは困難である。しかしながら、MARD
や MOST などのセクター省庁傘下の研究機関や河川流域環境管理関連調査をドナーコミュニテ

                                                        
9) Vietnam: Law on water resources and related legislation for implementation of IWRM(#112), case study of AusAID 
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ィとともに実施した実績を有するローカルコンサルタント及び NGO は存在しているので、TOR
に基づくプロポーザル作成により、そのポテンシャルを評価することが望ましい。また、サンプ

リングや水質モニタリング等の技術的な側面では、既に MONRE が現地の国家大学やベトナム科

学技術アカデミー（VAST）等の研究機関をローカルコンサルタントとして傭上し、流域環境を調

査しているところ、同調査 TOR に照らした成果の評価を基に、予備審査を行うことも可能である。

なお、調査団の質問表に対する MONRE の回答には関連ローカルコンサルタントの分析結果が盛

り込まれているところ、Vietnam Environment Report 2003 に掲載のある専門家リソースと併せて今

後、詳細な分析が必要である。 
 
２－６ 水環境分野における主要ドナーの動向10) 

カナダ国際開発庁（CIDA）は、ベトナム・カナダ環境プロジェクト（Vietnam–Canada Environment 
Project：VCEP）フェーズ III を準備しており、“Industrial Pollution Management（IPM）”を目標に ク
リーナプロダクションの導入及びモニタリング・管理能力の強化を行う予定である。なお、フェ

ーズ I 及びフェーズ II では、地方省レベルの公害管理計画が作成され（一部は承認済み）、トレ

ーニング教材や管理フォーマット、インベントリーSystem の開発も行われ、これらの支援を受け

たハノイ市、Da Nang 市、ホーチミン市などは着実に環境管理能力を向上させている。 
http://www.acdi-cida.gc.ca/CIDAWEB/cpo.nsf/vWebCSAZEn/F0CEB95B4B87C8DB85257249003B9
C4B 
 
デンマーク国際援助活動（DANIDA）は、Thai Nguyen 省の環境管理（2000-2001）を支援し、

MARD（2000～2003）及び MONRE（2003～2006）をカウンタパート（C/P）とする水分野の支援

〔Water Sector Support（Water SPS）〕を総合的に展開し、都市部/農村部での飲料水供給、排水、

水資源管理を対象とし、大気、表流水、沿岸水の環境インディケーターの開発も行っている。今

後は、地方政府のガバナンスとキャパシティ・ビルディング支援を指向している。 
また、2003 年からは、環境情報及び報告プロジェクト（Environmental Information and Reporting 

Project）を通して、VEPA の SOE2005 作成を支援し、環境管理能力及び施策策定・実施能力の向

上を目的に、淡水、沿岸水、大気質の 3 分野に注目した環境データの収集と分析、環境管理及び

施策への反映、環境報告書様式の開発と Thai Nguyen 省、ハノイ市、Ha Nam 省、Quang Nam 省で

の検証を行っている。 
http://www.danidadevforum.um.dk/en/menu/Themes/Water+and+Sanitation/Programmes/CountryProgr
ammes/Vietnam/ 
http://www.nea.gov.vn/EIR/english/index.htm 
 
ドイツ技術協力公社（GTZ）は、地方省市街地域の排水管理 TA プロジェクト（Wastewater 

management in provincial urban centers, Vietnam）を、建設省を C/P として南部の Soc Trang 省、Can 
Tho 省、Tra Vinh 省、北部の Vinh 市（NgheAn 省）、Bac Ninh 省、Hai Duong 省で展開しており、

今後、復興金融公庫（KfW）の 5,000 万 EUR の融資により下水処理場を建設する予定である。 

http://www2.gtz.de/vietnam/projects/projects_rural_wastewater_eng.htm 

                                                        
10) Vietnam Environment Monitor 2003 (Water), WB 
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スウェーデンは、スウェーデン国際開発協力庁（SIDA）を通して VEPA の環境基本計画作成支

援を行い、土地管理政策に関し、1980 年代から土地の適切な管理体制の確立を支援し、法律の制

定、地図の作成、土地管理局の能力強化に取り組んできた。また、環境保護法の制定支援を行い、

鉱業分野における環境基準整備への支援も行っている。さらに、MONRE 及び Ha Giang 省、Nghe 
An 省、Ba Ria – Vung Tau 省を C/P にして、環境管理及び土地管理に関する協力プログラム

（Vietnam-Sweden Cooperation Programme on strengthening Environmental Management and Land 
Administration in Vietnam）を展開し、各種の調査や施策策定支援を通して公害防止能力及び土地

管理能力の向上をめざしている。 
http://webdomino1.oecd.org/dcd/notification.nsf/940e76da861c0558c1257007004499b1/c31ea8a527bb
44d1c1256ed300287bb8?OpenDocument 
 
世銀は、MONRE を C/P にしてベトナム環境報告書 2006（Vietnam Environment Report 2006, water 

quality in 3 river basins: Cau River, Nhue-Day River, SaiGon-DongNai River）を作成しており、また、

MONRE/VEPA を C/P にして水質汚染管理体制強化プロジェクト（Project “Improving the 
institutional capacity for water pollution control in Vietnam”）を実施している。 

http://www.nea.gov.vn/Sukien_Noibat/WB-IDF_Project/15.htm 
 
ADB は、MONRE/DWRM を C/P として水資源管理を支援しており、MARD に対しては、紅河

流域セクタープロジェクト（The 2nd Red River Basin Sector Project）を、現状把握、調査、実施の

3 段階に分けて実施しているが、2007 年 6 月からは、第 3 段階に入る予定で、その内容は、カウ

川 Sub-RBOの強化、モニタリングネットワーク設立に向けた調査、流域 6地方省間の水資源共有、

参加型灌漑管理システムの開発を行っている。 
http://www.dwrm.gov.vn/indexE.asp?newsid=61&PageNum=1 
http://www.2rrbsp.org/index.html 
 
オーストラリア国際開発庁（AusAID）及び WEPA は、ADB と同様に MONRE/DWRM を C/P

として水資源管理を支援している。 
http://www.dwrm.gov.vn/indexE.asp?newsid=60&PageNum=1 
http://www.wepa-db.net/policies/enforcement/capacitybuilding/vietnam.htm 
 
なお、水分野に係るこのほかのドナーコミュニティの支援に関しては、世銀の Vietnam 

Environment Monitor 2003 に詳しい記載がある。 
http://siteresources.worldbank.org/INTEASTASIAPACIFIC/Resources/Vietnam-Environment-Monitor-
03.pdf 
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第３章 本格調査の内容 
 
３－１ ミニッツ要約 

【ベトナム政府の河川環境管理状況】 
ベトナム政府は、国家環境保護戦略に基づき、3 河川の流域環境管理マスタープラン（M/P）

の作成を行っており、カウ川に関しては、首相決定として M/P が承認（Decision No.174）さ

れているのを確認した。今後、同 M/P に基づく詳細な活動計画を、新たに設置される流域環

境保護委員会の調整の下に、関係する地方省が作成することも併せて確認した。ヌエ・ダイ

川（2007 年 6 月完成予定）及びドンナイ・サイゴン川（首相承認待ち）に関しても、M/P の

作成/首相承認を行い、追って活動計画を作成する予定であることを確認した。また、世銀が

支援しているベトナム環境報告書 2006（3 河川の水質）は、2007 年に完成予定であることを

確認した。 
 

【現地踏査】 
Nam Dinh 省、Thai Nguyen 省、Bac Ninh 省の汚染状況を調査し、天然資源環境部（DONRE）

の対応方針や対策を確認し、併せて中央の環境政策を地方省の施策として施行するための実

施促進が不足していることを確認した。 
 

【ワークショップの論点】 
天然資源環境省（MONRE）の関係部局及びカウ川、ヌエ・ダイ川流域の 8 つの DONREs

を集めて 3 月 15 日に開催したワークショップでは、現地踏査結果及び参加者からの現状説明

を基に協議を行い、①河川流域環境管理に関する統合的な調整機能（中央－地方間、地方省

間、セクター間）が必要、②DONRE が実施している環境管理・対策への MONRE の実施促

進支援（ガイダンス、インストラクションなど）が必要という意見が大勢を占めた。 
 

【調査の名称】 
ベトナム側と本格調査の対象地域について協議した結果、あくまでも裨益対象地域は 3 河

川とし、調査の成果品は、カウ川及びヌエ・ダイ川に注目して開発するということで合意し、

名称を“The study for watershed environment management on the three river basins”とした。 
 

【調査の方向性】 
今開発調査を通して MONRE 及び DONREs の 3 河川流域環境管理能力の向上を図ることを

合意し、併せて、本格調査ではベトナム側が独自に作成した（する）3 河川流域の環境管理

M/P を基に、河川流域環境の改善に向けた必要なアプローチ手法及びツールの開発に力点を

置くという基本方針について合意した。また、最終的な成果品は、MONRE 及び DONREs の
M/P の実施に貢献すべく、実践的なものにすることを確認した。 

 
【今後の予定】 

上記の方向性に基づき、MONRE に調査団から提示した暫定的な調査の枠組みを基に、

MONRE 自身の取り組み方針を検討するよう依頼した。また、同暫定的な調査の枠組みをベ
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トナムのコンテキストに照らして、DONREs 等の関係者の意見も加味して検証するように併

せて依頼した。さらに、5 月初旬までのできるだけ早い段階で、回答提案を準備し書簡とし

て日本側へ提出することを合意し、その提案を受けて日本側で詳細な検討を行うことを説明

した。 
 
３－２ 本格調査内容 

３－２－１ 基本的方針（capacity development 支援） 
JICA は、ベトナムにおける「環境管理能力支援プログラム」を効果的に展開させるために

MONRE に個別専門家を配置し政策アドバイスを行い、同時にベトナム科学技術アカデミー

（VAST）の「水環境技術能力向上」プロジェクトを通して、環境モニタリング/分析/評価能力

向上を基に環境改善アプローチ手法の検討を行い、中央政府及び地方省の環境管理関係組織か

ら民間に至るまでのステークホルダーに対し、具体的なアウトプットを行ってきた。しかしな

がら、ベトナム政府の環境管理体制の中核をなす MONRE 及び DONRE の環境管理組織能力の

強化は、課題として残されていたため、本開発調査は、同課題に対し水環境分野に主眼を置い

て、これまでの JICA 協力の成果を最大限に生かす形で戦略的なアプローチを行い、環境管理

組織のキャパシティ･ディベロップメントを行うものであり、今後の JICA「環境管理能力支援

プログラム」のプログラム目標の達成に向けた成果の発現をリードする役割を負っている。 
 

３－２－２ 調査のねらい 
本開発調査では、上記の基本方針に従い、水環境を中心とする MONRE の組織的な環境管理

機能を、3 河川の流域環境管理における具体的な施策の検討及びツールの開発を通して強化し、

長期的な視点に立ったベトナムの水環境改善に向けた環境管理組織の必須能力の改善を行う

ことをねらいとしている。 
したがって、調査の実施段階においては、河川流域環境管理に係る詳細な技術及びその実施

手法といった専門技術に関するキャパシティの向上に主眼を置くのではなく、水環境の改善を

行うために、水質汚濁の要因と負荷のメカニズムの解析、及び同メカニズムによるインパクト

の分析、ならびにその検証という実践的なプロセスを共同で行うことによって、調査終了後に

実効的な施策の持続的な検討が可能な環境管理行政職員を育成し、同時にその能力を有効に活

用して環境管理組織として水環境管理が施行できるようにすることに重きを置いている。 
したがって、本開発調査では、キャパシティ･ディベロップメントの目標到達地点として、

ステークホルダーとの調整を含め、河川流域環境管理とはいかなるものか、一連の作業をカウ

ンタ－パート（C/P）機関である MONRE が自ら実践的な経験を通して能力を強化し、DONRE
の協力を得ながら持続的かつ実効的な環境管理を施行することが可能になるレベルとする。 

 
３－２－３ 本格調査の枠組み 

本開発調査の枠組みは、カウ川、ヌエ・ダイ川、ドンナイ・サイゴン川の 3 河川流域を対象

に、カウ川及びヌエ・ダイ川の河川流域に注目して調査を行うことにするが、具体的な成果品

の内容については、今後詳細な検討が必要である。第 1 次事前調査にて日本側が提案した暫定

的な調査の枠組みは以下のとおりである。 
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また、現在検討中の調査の枠組みに従えば、MONRE 傘下のベトナム環境保護局（VEPA）内

に形成される河川流域環境保護委員会支援事務局のステークホルダー間（中央－地方、セクタ

ー間、MONRE 部局間ほか）の調整機能の強化が、本開発調査の成否を左右する重要な要素で

あることは過去の経緯からも疑う余地がないので、MONRE がオーナーシップをもって対応す

べき事項であるとしても同強化方法に係る支援のあり方について詳細に検討し、河川流域環境

管理に向けたベトナム側の調整機能の発現を促進すべきである。 
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第４章 本格調査実施上の留意事項 
 
４－１ 協力実施における留意事項、申し入れ事項 

第 1 次事前調査では、天然資源環境省（MONRE）に対し調査結果を基に日本側より提示した

暫定的な調査の枠組みを踏まえ、本開発調査に対する MONRE 自身の取り組み方針を検討するよ

う申し入れ、また、この検討作業に加え、同暫定的な調査の枠組みをベトナムのコンテキストに

照らし、天然資源環境部（DONRE）等の関係者の意見も加味して、検証するように併せて依頼し

ているので、今後、ベトナム側からの回答提案（5月 初旬まで）を受けて日本側で詳細な検討が必

要である。 
 
４－２ 開始までの調査スケジュール 

JICA 内で上記の検討を行い、その結果を基に第 2 次事前調査を 2007 年 5 月末以降または 6 月

以降に予定している。なお、本格調査の開始は、第 2 次事前調査の結果にもよるが、2007 年第 3
四半期以降が想定される。 
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１．要請書（和文概要、英文オリジナル） 
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＜要請内容（和文概要）＞ 
１．案件名 
 （和）ハノイ近郊広域河川流域環境管理計画 
 （英）Environment Management Master Plan on 3 rivers basin in Hanoi and its suburban 
 
２．相手国機関名 
 （和）天然資源環境省 
 （英）Ministry of Natural Resources and Environment (MONRE)  
 
３．現状と問題点 

ハノイ近郊を流れる 3 つの河川（ダイ川、ヌエ川、カウ川）は、ホーチミン近郊のサイゴン

川と並んで、水質汚染がひどく、環境改善が叫ばれている川である。ヌエ川はハノイ市内を流

れているが、水源は紅河であり、市内で汚染されて、再び紅河に流れ込んでいる。ダイ川はか

つては紅河にもつながっていたが、現在では紅河からの水路はとだえており、ハノイ市の西を

流れて海に注いでいる。カウ川は山岳部を源流として、Bac Ninh 省東北部を流れて、紅河支流

の Thuong 川に流れ込んでいる。このように流域が異なり、性格も全く異なる河川であるが、

いずれも同様に汚染されており、これらの川の環境改善は MONRE の国家環境戦略の最優先事

項にあげられ、その対応が急がれている。特に、ハノイ市内を流れるヌエ川の汚染は深刻であ

り、いくつかの環境改善計画は存在するものの、具体的な対策措置はとられていない状況にあ

る。その理由としては、汚染現状の詳細な把握、汚染源の特定、汚染メカニズムが明らかにな

っていない状況下で、環境改善計画が策定され、対策自体が具体的かつ実施可能なものとなっ

ていないからにほかならない。したがって、本開発調査では、詳細な分析に基づく河川流域の

環境管理計画を立案し、MONRE が中心となって、関係省庁、自治体、企業体などの複数の関

係者のコンセンサス形成を行い、長期的な視点に立った効果的な汚染削減対策を立案すること

を目標としている。 
 
４．案件概要 
（1）上位目標 

長期的な視点に立った効果的な汚染削減対策が段階的に実施され、広域河川の水質汚染が

改善される。 
 

（2）案件の目標 
広域河川流域環境管理計画が策定され、それに基づく長期的な視点に立った効果的な汚染

削減対策が立案される。 
 
（3）成 果 

1）広域河川流域環境管理計画（マスタープラン）の策定 
2）パイロットプロジェクトによる効果的な対策の実証 
3）アクションプランの策定 

 

１．要請書（和文概要、英文オリジナル）
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（4）活 動 
1）広域河川流域環境管理計画（マスタープラン）の策定 

①既存河川環境管理計画のレビュー、②広域河川管理体制調査、③河川流域汚染状況の

詳細調査及び分析、④汚染源の解析、⑤汚染メカニズムの検討、⑥流域環境管理計画案策

定、⑦関係者へのワークショップ開催、意見調整、コンセンサス形成、⑧汚染削減対策の

立案、⑨必要な管理体制、法制度、基準等の提案 
2）パイロットプロジェクトの実施 

①対象地の選定、②汚染削減対策の最適化、③フィージビリティの検討、④汚染削減対

策の実施と効果分析、⑤評価 
3）総合アクションプランの策定 

①流域環境管理計画の修正、②汚染削減対策の再検討、③必要な管理体制、法制度、基

準等の再検討、④①～③の検討に基づく長期的な視点に立った汚染削減対策総合アクショ

ンプランの策定 
 

（5）協力期間 
24 ヵ月間 

 
（6）実施体制 

環境管理計画及び対策を有効なものとするには、関係機関、地方自治体及び企業体とのコ

ンセンサスに基づく、汚染削減に向けたパートナーシップ形成は不可欠であるところ、

MONRE がかかる実施体制を形成し、それをリードする。 
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２．Minutes of Meeting（M/M）
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I Nhue-Day 2007 3 8 9 3 21
To Lich
To Lich Ho Tay

10km Nhue

1 Ho Tay 3.5km
[ mg/ ]

pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4
+ PO4

3- NO2
- NO3

- S2- Phenol

7.1 0.94 60 20 4 0.01 ND ND 

Color: black

2 Ho Tay 5.5km Moi
Color: black 

3 Nhue
Nhue

pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4
+ PO4

3- NO2
- NO3

- S2- Phenol

7.3 0.84 60 15 3 ND ND ND 

Color: black

Nhue
To Lich

Nhue

Nhue
Nhue Hong Thang Long 2km



Nhue 
16km To Lich 55km Ha Nam Day

1 Lien Mac Gate
Color: Red/Yellow brown

2 Cau Dieu 6km
Color: Red/Yellow brown

3 To Lich

pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4
+ PO4

3- NO2
- NO3

- S2- Phenol

7.4 0.46 40 7 1 2.0 15 ND 

Color: Yellow brown

Nhue
To 

Lich Nhue

4 To Lich 2km
Color: Yellow brown 



5 Nhat Tuu To Lich 12km 30km
Color: Yellow brown

6 BaDa 60km Day
Color: Yellow brown 

7 Chau Giang Nhue
Color: Yellow brown 

Chau Giang
Chau 

Giang Nhue

Day
Day 20km

80km Nhue 80km

1

Van Coc

Phuong Tower



2 Phung Tower 8km

3 Dong Mai Ha Tay Province 30km

pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4
+ PO4

3- NO2
- NO3

- S2- Phenol

7.3 0.38 30 5 0.5 1.0 3 ND  

Color: Pale Bright

4 Nhue 8km

Nhue Day

8km
Trung Thu

5 Ninh Binh 10 Nam Dinh Province Ninh Binh Province

pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4
+ PO4

3- NO2
- NO3

- S2- Phenol

7.5 0.39 15 15 0.1 0.05 2.0 ND  

Color: Pale Brown

Ninh Binh Day
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Day
Hoang Long

Hoang Long
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1 Ha Dong Day Nhue

pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4
+ PO4

3- NO2
- NO3

- S2- Phenol

7.4 1.18 60 10 0.05 ND ND ND  

Color: 

Nhue

2 Hoa Xa Nam Dinh Province: Day

pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4
+ PO4

3- NO2
- NO3

- S2- Phenol

7.1 0.99 50 20 3 ND ND ND  

Color: Black

(320ha:
)

3 Craft Village Nam Dinh Province: Day

pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4
+ PO4

3- NO2
- NO3

- S2- Phenol

7.0 1.31 100 15 0.2 0.01 ND ND  

Color: Black



II. Cau 2007 3 12 13
Cau Bac Kan Province Thai Nguyen Province Bac Giang 

Province Bac Giang Province Bac Ninh Province Hai Duong Province
Thuong

1 Thai Nguyen Province Thai Nguyen
pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4

+ PO4
3- NO2

- NO3
- S2- Phenol
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Color: Black

DONRE

2 Thai Nguyen Province
pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4

+ PO4
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- NO3
- S2- Phenol

7.6 0.27 10 3 0.05 1.0 10 ND ND 

Color:

3 Bac Ninh Province Ngu Huyen Khe
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Khe Cau
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Cau
1 Thai Nguyen Province 

pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4
+ PO4

3- NO2
- NO3

- S2- Phenol

9.3 1.17 150 ND ND ND ND ND ND 

Color:

2 Thai Nguyen

pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4
+ PO4

3- NO2
- NO3

- S2- Phenol

7.8 0.26 10 7 ND 0.5 5 ND 0.5 

Color: Pale Brown

3 Bac Ninh Province Cau Ngu Huyen Khe
Dao Xa

Van An
pH Cond[mS/m] COD(Mn) NH4

+ PO4
3- NO2

- NO3
- S2- Phenol

7.1 0.93 130 0.8 ND 0.02 2 2 ND 

Color: Black





 

 

1) Environmental monitoring report Nam Dinh Province 2006（Attachment only） 
2) Environmental monitoring report Ninh Binh Province 2006 
3) Environmental monitoring report Thai Nguyen Province 2006 
4) ENVIRONMENT REPORT 2006: WATER QUALITY IN 3 RIVER BASINS: CAU RIVER, 

NHUE–DAY RIVER, SAI GON–DONG NAI RIVER（some core part） 
5) Topographic map 他 

 Giao Thong Bo VIET NAM（ベトナム全土地図帳: 50 万分の 1 他） 
 Viet Nam Administrative Atlas（ベトナム全土地図帳: 省別） 
 50 万分の 1 地形図（Nha Trang, Can Tho, Ha Noi, Hai Phong, Lao Cai, Moc Chau の 5 枚） 
 25 万分の 1 地形図（Nam Dinh, Hai Phong, Cao Bang, Ha Noi, Mong Cai の 5 枚） 
 Where, Ban do du Lich-Tourist Map,  HANOI（ハノイ市及び近郊の観光地図） 

6) Law on Environment Protection 
7) Material for Workshop（VEPA, Hanoi DONRE, Bac Ninh DONRE, Ha Tay DONRE, Nam Dinh 

DONRE） 
8) Handout of the seminar on Cau River Basin sustainable management 
9) Revised TCVN in 2005 
10) Analysis of key legal instruments on water quality in Vietnam 
11) Analysis of role of agencies relating to water quality in Vietnam 
12) Questionnaire Part 1（MONRE）回答 
13) Questionnaire Part 2（MONRE）回答 
14) Questionnaire（DONREs）回答 

４．収集資料リスト
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第二部 
第２次事前調査 

 





 

 

第１章 第 2 次事前調査の概要 
 
１－１ 第 2 次事前調査の経緯と目的 

ベトナム社会主義共和国（以下、「べトナム」と記す）においては、近年の飛躍的な経済成長

に伴う都市化、工業化の進展により、特にハノイ、ホーチミン等の主要都市とその周辺地域にお

いて、産業廃水、家庭排水が流入する河川、湖、運河等の汚染が顕著となっている。 
このような状況下、べトナム政府は 1994 年に環境保護法を施行し、水質、大気質等に係る排

出基準を整備し、また環境に係る国家的管理を強化することを目的に、2002 年に天然資源環境省

（MONRE）を設立した。 
ハノイ近郊を流れるヌエ・ダイ川、カウ川は、水質汚染が進んでおり、これら河川流域の環境

改善は、ベトナム MONRE の最優先課題として国家環境戦略に位置づけられている。 
しかしながら、これら河川においては、汚染現状の詳細な把握、汚染源の特定、汚染メカニズ

ムが十分解明されておらず、具体的な対策がとられていない状況にあるため、ベトナム政府は、

現況の調査分析に基づく河川流域の環境管理計画策定につき、わが国に開発調査の実施を要請し

た。 
2007 年 3 月に実施した第１次事前調査では、ベトナム側関係者との協議や現地踏査等を通じ、

要請背景、対象 3 河川（ヌエ・ダイ川、カウ川、ホーチミン近郊のサイゴン・ドンナイ川。なお、

サイゴン・ドンナイ川については、第 1 次事前調査において先方より対象河川に含めることが強

く要望されたため、含めることとした）の環境概況、ベトナム側調査実施体制の確認、本格調査

対象範囲の検討等を行い、本開発調査では、MONRE 及び対象河川流域の地方省環境局（DONREs）
の河川流域の水質管理能力の向上を図ることで合意し、ベトナム側との協議結果につきミニッツ

に取りまとめた。また、第 1 次事前調査団から暫定的な本格調査の枠組み案をベトナム側に提示

したが、これに対し、ベトナム側としても同意する旨の正式な回答があった。 
今般、上記回答に基づき、最終的な本格調査の枠組みを確認し、詳細な調査内容を協議・決定

するため、第 2 次事前調査を実施し、実施細則（S/W）案を作成・署名する。 
 
１－２ 第 2 次事前調査実施方針 

第 1 次事前調査（2006 年度）においては、対象 3 河川の環境現況に係る情報収集、本格調査対

象流域の検討、要請書提出以降のベトナム側での対象河川流域の水質管理に関する取り組み状況

の確認等を行うとともに本格調査の基本的枠組み（骨子案）について合意した。その後、ベトナ

ム側では同枠組みを基にした詳細な調査内容の検討を行い、検討結果を取りまとめて提示してき

た。 
第 2 次事前調査においては、再度ベトナム側と調査の枠組み・成果内容について確認すると同

時に、詳細な調査内容を協議・決定し、ステークホルダーとの調整が必要な実効的な調査実施体

制についても検討し、合意事項について S/W 案に盛り込み、ミニッツに取りまとめて署名する。 
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１－３ 調査内容 

（1）本格調査の枠組みの確認 
（2）詳細な調査内容につきベトナム側と協議・合意 
（3）合意した調査の枠組み･内容に基づく S/W 案及びミニッツ案の作成 
（4）モデルプロジェクトのサイト候補地の踏査及び妥当性の検証 
（5）ミニッツ署名 

 
１－４ 調査団の構成 

No. 担当業務 氏 名 所 属 
1 総  括 大久保 恭子 JICA 地球環境部第二グループ環境管理第一チーム長

2 環境行政 今井 千郎 JICA 国際協力専門員 
3 水環境管理 山本 充弘 社団法人海外環境協力センター 参与 
4 流域環境管理制度 西宮 康二 社団法人海外環境協力センター 主任研究員 
5 調査企画 亀井 直子 JICA 地球環境部第二グループ環境管理第一チーム 

 
１－５ 調査期間及び日程 

調査期間は、2007 年 7 月 8 日から 2007 年 7 月 21 日までで、日程は以下のとおり。 

日順 月 日 日 程 
協議テーマ 

（調査テーマ） 
1 7/8 日 14:30 ハノイ着（大久保、今井、山本、

西宮、亀井） 
ホテル到着後団内打合せ 

 

2 7/9 月 09:00 JICA ベトナム事務所打合せ 
10:00 MONRE 打合せ（VEPA にて） 
 
午後 モデルサイト候補地調査（Ha 

Nam DONRE） 

調査目的の確認、協議方法/内容の確

認、スケジュールの確認、モデルサ

イト候補地の選定理由確認等 

3 7/10 火 終日 モデルサイト候補地調査（Thai 
Nguyen DONRE） 

 

4 7/11 水 午前 VEPA/ICD のコーディネーション

の下、CIDA、ADB、JICA の 4 者

で協議 
 
 
 
 
 
 
 

CIDA との協議では、カウ川の流域

管理プロジェクトにおける関連活動

項目の成果達成レベルを確認し、併

せて連携のあり方、具体的な連携の

進め方を協議する。 
ADB との協議では、RedRiver プロジ

ェクトのモニタリングデザインに関

する MONRE との合意事項を確認

し、併せて連携のあり方、具体的な

連携の進め方を協議する。 
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14:00-16:45 VEPA 打合せ 
17:30-18:30 JICA ベトナム事務所打合せ

5 7/12 木 09:00-12:30 VEPA 打合せ 
14:00-15:15 DWRM 打合せ（ADB プロジ

ェクトに関して） 
15:30-16:40 MARD 打合せ（ADB プロジ

ェクトに関して） 

 

6 7/13 金 午前 資料準備  
14:00-16:45 ミニッツ協議（VEPA にて）

 

7 7/14 土 団内打合せ、資料整理  
8 7/15 日 団内打合せ、資料整理  
9 7/16 月 09:00-12:30 団内打合せ 

14:00-16:45 ミニッツ協議（VEPA にて）

 
 

10 7/17 火 08:30-17:00 ミニッツ協議（VEPA にて）  
11 7/18 水 11:00 ミニッツ署名 

12:00 昼食会 
14:15 MPI 訪問（西宮） 
18:00 JICA ベトナム事務所報告 
23:30 ハノイ発（大久保） 

（MPI 訪問目的） 
本格調査の概略を説明し、開発調査

名変更に係るベトナム国内の手続き

促進を依頼する。また、ベトナム側

予算確保に関する協議を行う。 
12 7/19 木 06:45 成田着（大久保） 

継続調査（今井、山本、西宮、亀井） 
09:00 JICA 事務所打合せ（VAST の件）

14:00 VAST 打合せ 
13 7/20 金 継続調査（今井、山本、西宮、亀井） 

23:30 ハノイ発（今井、山本、西宮、亀

井） 

 

14 7/21 土 06:45 成田着（今井、山本、西宮、亀井） 
 
１－６ 主要面談者 

【天然資源環境省(Ministry of Natural Resources and Environment：MONRE)】 
Dr. Tran Hong Ha, Director General, VEPA 
Mr. Nguyen Xuan Bao Tam, Vice Director, ICD/MONRE 
Mr. Nguyen Hoa Binh, Deputy Director General, VEPA 
Mr. Duong Thanh An, Director, ICD/VEPA 
Mr. Nguyen Le Tuan, Head, Division of Planning Management, DWRM 
Ms. Nguyen Kim Quy, ICD/MONRE 
Ms. Nguyen Thi My Hoang, ICD/VEPA 
Mr. Nguyen Duc Hung, DOE 
Ms. Vu Thi Hien, Department of EIA 
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Ms. Nguyen Thi Nguyet Anh, Head of Environmental Monitoring Section, CEMDI/VEPA 
Mr. Nguyen Thi Lan Huong, Integrated River basin, coastal zone, marine management division/VEPA 
Mr. Nguyen Huu Thang, CEMDI/VEPA 
Ms. Nguyen Thu Phuong, ICD/VEPA 
Mr. Nguyen Truong Huynh, CEMDI/VEPA 
Mr. Ho Kien Trung, Division of Pollution Control/VEPA 
Dr. Maeda Yasuaki, Policy Advisor for MONRE 

 
【JICA ベトナム事務所】 

中川 寛章 所長 
東城 康裕 次長 
小島 英子 所員 

－98－



3

8
SEDP2006-2010 3

64
DONREs

SOE 41

3

2006 3 SOE
M/P M/P

Decision No.174/2006/QD-TTgApproving the Master Plan on the Protection and 
Sustainable Development of the Landscape and Ecological Environment of Cau River Basin, dated 28 July 
2006 M/P

M/P

MONRE DWRM ADB

MARD
2007 7

MONRE

VEPA DONRE
Ha Nam

Thai Nguyen 1



Ha Nam 2007 7 9
1 Ha Nam DONRE

DANIDA

IZ
IC Ha Tay

3 4 1 /

PhuLy 3km
TCVN A 19

4

Hoa Binh
Ha Tay

10
5

WHO 70

6
64

4

/

2007.7.9

2
Ha Nam

DANIDA 5 t



3
20t/

280 /

2
1

4



Thai Nguyen 2007 7 10
1 Thai Nguyen DONRE

10
2 2 3

Thai Nguyen
2007.7.10

2

1



3 Thac Lac
5km

10km

4 DaMei Cong
Thai Nguyen 1

Cong

SIDA 3
4 Thai Nguyen 2

6



5 TXSONG CONG

Cong

VEPA

6 Cong
Cong Nui Coc 30km

Thai Nguyen Bac Giang



Cong

M/P

C/P

CIDA Integrated Management of Cau River Basin Project 2006 9
6

CIDA

JICA

JICA

CIDA Vietnam - Canada Environment Project
VCEP I 1996-1999 4 Hanoi, Hai Phong, Da Nang, Binh Duong

II 2000-2006 7 Hanoi, Hai Phong, Da Nang, Binh Duong, Bac Ninh, Hai Duong, Long 
An Industrial Pollution Management IPM

VCEP Viet Nam Provincial 



Environment Governance Project 9 Bac Ninh, Binh Duong, Da 
Nang, Ha Noi, Hai Duong, Ha Tay, Long An, Quang Ngai, Soc Trang VCEP

I II

VCEP
II I 4 3

ADB Secound Red River Basin Sector Project SRRBSP

/

TA A TA-3892 2003 8 2010 5
ADB-AFD

B LOAN1855-VIE(SF)

TA 2003 8 2004 3 I
5 2004 10

2005 11 II 2006 3
2006 5

5

GIIS 4
MONRE

II
III

2006 5
II

III
III

2007 5 III

MARD MONRE



 

 

となどから、ADB とベトナム側関係機関の協議によりキャンセルがなされた。また、このキャン

セレーションは、今後、MONRE への河川流域管理組織の権限移譲が完了したとしても、プロジ

ェクトの実施期間が限られていることから、ADB としては実施機関を MARD から MONRE に切

り替えたサブコンポーネントの再開はないことを確認した。現在、ADB は MONRE の DWRM を

支援し、③ダイ川流域公共水域水質管理を促進するために、統合的流域管理及び環境保全に関す

る新しい政令を準備し、公共水域の水質に悪影響を与えている工業セクターに対して、実効的な

排水ライセンス制度の施行を試みている。 
ADB の SRRBSP は、カウ川流域を対象にする JICA の開発調査とは、対象地域が重ならないた

め物理的な重複はなく、行政管理ツールを開発し流域水環境管理計画を策定する開発調査の内容

と最終的なアプローチも異なっている。しかし、そこに至るプロセスには、高負荷を与えている

汚濁源の対策措置を優先させる手法や成果品の検証を盛り込み実効性を確保するなどの点におい

て類似性が存在している。 
したがって、ADB の SRRBSP とは、当該プロジェクトの水質モニタリングや汚染源調査の解析

手法やアセスメントの結果を開発調査の行政管理ツールの開発に最大限に活用し、同時に関連す

る ADB の経験や教訓を開発調査に反映させ、相乗効果を生み出すように連携することが不可欠

であり、継続的に意見交換及び調整を実施することが重要である。 
 
２－５ 本格調査スコープ概要 

２－５－１ 調査目的 
＜長期目的＞ 

ベトナム側政府関連機関が、既存のカウ川流域環境保護･持続的開発 M/P 及び今後作成予定

のヌエ・ダイ川流域及びドンナイ・サイゴン川流域 M/P に基づき、効果的な水環境管理を推進

するために必要な能力を強化し、具体的な施策がとれるようになるための支援をする。 
 

＜短期目的＞ 
① 調査において作成されるツールを用いてモデル水域における効果的な水環境管理計画を

作成すると同時に、効果的な環境管理のための包括的な提言を行う。 
② 河川流域の効果的な水環境管理計画作成のための知見及びノウハウを習得する。 
③ 地方政府による河川流域の水環境管理実施のため、調査において作成される成果を用い

て、MONRE が地方の環境関連機関を監督し、水環境管理実施を支援できるような行政能

力を強化する。 
④ MONRE とベトナムにおける河川流域の環境管理に係る関係省庁や地方政府、産業セク

ターやコミュニティ等との協力関係強化のため、MONRE の調整能力、ファシリテーショ

ン能力を強化する。 
 

２－５－２ 調査名 
第 1 次事前調査では、ベトナム側と本格調査の対象地域について協議した結果、裨益対象地

域は 3 河川（ヌエ・ダイ川、カウ川、ホーチミン近郊のドンナイ・サイゴン川）とするが、調

査の成果品は、ヌエ・ダイ川、カウ川に注目して作成するということで合意した。しかし、第

2 次事前調査において、さらに調査の枠組みを明確に絞り込んだ結果、ホーチミン近郊のドン
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ナイ・サイゴン川流域は直接的な調査対象地域には入らないことになったため、本調査名称か

ら「3 河川」という文言を外すことで双方合意した。 
要請時名称： 

（日）ハノイ近郊広域河川流域環境管理計画 
（英）Environment Management Master Plan on 3 rivers basin in Hanoi and its suburban 

採択通報時名称： 
（日）ハノイ近郊広域河川流域環境管理計画 
（英）Watershed Environment Management on the Three River Basins in Hanoi Area in the Social 

Republic of Vietnam 
第 1 次事前調査時に合意した名称： 

（日）3 河川流域水質管理計画調査 
（英）The study for watershed environment management on the three river basins 

第 2 次事前調査時に合意した名称： 
（日）ベトナム国河川流域水環境管理調査 
（英）The Study for Water Environment Management on River Basins in Vietnam 

 
２－５－３ 調査の具体的成果 

 

成果 1 河川流域レベルでの水質モニタリングシステムのデザインのための技術マニュアル

とガイドラインの開発 
成果 2 汚染排出インベントリーのガイドラインの開発 
成果 3 河川流域の水環境管理のための多様な汚染抑制アプローチの検討 
成果 4 河川流域の水環境管理計画の策定に関するハンドブックの開発 
成果 5 河川流域の環境保全のための法的フレームワークと調整メカニズムの改善に関する

提言 

 
【成果 1】河川流域レベルでの水質モニタリングシステムのデザインのための技術マニュアルと

ガイドラインの開発 
 

（1）ガイドライン及び技術マニュアルの主たる利用者 
MONRE、DONRE 及び流域委員会 

 
（2）モニタリングシステム（MS）のデザインの要点 

1） 汚染源と河川水質の関係を把握し得る MS であること 
2） 水利用に対する影響を監視できる MS であること 
3） 濃密な監視を必要とする場所が明らかになる MS であること 
4） 水質の総合的な解釈を行い得る MS であること 
5） 関係地方政府間で、水環境管理上のプログラムと活動を検討・調整するために必要と

なる情報を与え得る MS であること 
6） 人の健康、農業、漁業などへの悪影響を把握するための重要な水質パラメーターを明

－108－



 

 

確にする MS であること 
7） 将来の開発の水質への影響を評価するためのデータを提供し得る MS であること 

 
（3）具体的活動のイメージ 

1） 河川流域の環境の特質の把握 
対象河川はカウ川。ヌエ・ダイ川については ADB が行う調査の結果等を活用する。 

① 情報収集 
 衛星画像（汚染源及び土地利用等の特質を概観するに必要な解像度で、上流から

下流までスキャンする） 
 現行モニタリングポイントの位置と水質データ 
 主要な水利用及び、それに関連する取水と排水の位置 
 主要な点汚染源とそれらの配置 
 主要な面汚染源とそれらの配置 
 都市の配置 

② 情報の解析 
 上記の情報を基礎に重ね合わせ地図を作成 
 汚染の Critical area の把握（critical area は、汚染源としての後背地、汚染の影響を

受ける水域の両者を対象とする）  
 

2） 現行の水質モニタリングシステムの評価 
① モニタリング地点の配置の適切性を、少なくとも以下の項目でチェック 

 河川流域レベルで Critical area を突き止められるか 
 地方政府レベルでの Critical area を突き止められるか 
 水利用を防衛・保全できるか 
 汚染の影響を把握できるか 
 一定区間の水質を代表できるか 

② 測定パラメーターの適切性（水質基準、排水基準、水利用と関連する諸基準との関

連） 
③ 定期モニタリングの頻度の適切性 
④ 採水手法の妥当性 
⑤ 分析手法の妥当性 
⑥ データの記録、データの解釈、モニタリングデータの共有（中央政府と地方政府、

関連地方政府間）の評価 
 

3） 河川流域レベルでの水質モニタリングシステムのデザインのためのガイドライン及び

データベース、採水手法等の技術マニュアルの開発 
① カウ川のモデル地域を対象に適切なモニタリングシステムをデザインする 
② 流域委員会、関連 DONRE のニーズとキャパシティを考慮し、上記モニタリングシ

ステムの検証を行う 
③ 上記（1）、（2）及び ADB のダイ川調査結果も活用し、河川流域レベルでの水質モ
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ニタリングシステムをデザインするためのガイドラインを開発する。ガイドラインに

はデータベース、採取手法等に関する技術マニュアルを検討作成し、添付する 
 
【成果 2】汚染排出インベントリーのガイドラインの開発 

 
（1）汚染排出インベントリーフォーマット及びガイドラインの主たる利用者 

MONRE 及び DONRE 
 

（2）ガイドラインの要点 
1） 汚染排出インベントリーのフォーマットの提供 
2） 汚染排出インベントリーのフォーマットを用いた発生源調査手法のガイダンスの提供 
3） 上記調査で収集したデータの検証方法のガイダンスの提供 
4） 汚染物質排出量の手法に関するガイダンスの提供 
5） 汚染排出インベントリー情報を行政措置に活用する様々な手法の提供 

 
（3）具体的活動のイメージ 

1） 汚染排出インベントリーの暫定フォーマットの作成 
少なくとも下記情報が得られる暫定フォーマットを作成する（注—1） 
 汚染源に関する一般情報〔立地場所、工場の形態（単独、工場団地等）、産業分類

（コード）、工場規模、製品、製品出荷規模、排出先河川名等〕 
 生産プロセスの概要 
 原料と水の投入量、水使用量（生産プロセス用＋一般用）、排水量 
 工場の操業パタン（日、週、季節、年）及び操業状況 
 汚染物質排出抑制のためにとっている措置または計画 
 廃水処理施設の概要、処理方法、処理効率（計画あるいは実際）、稼働状況 
 汚染物質排出量算定に必要な情報 
 添付図（生産関連施設配置図、排水処理施設配置図、敷地内排水路、外部への排

水放流口位置） 
（注—1）必要な場合は、面汚染源を対象としたフォーマットの作成も行う。 

 
2） カウ川のモデル地域における暫定フォーマットの検証作業 

① モデル地域の DONREs の職員を対象とし、下記テーマの小規模訓練ワークショップ

の開催 
 記入例を用いたフォーマットの構造と内容の説明 
 フォーマットの送付、工場への説明、回収方法の説明（注—2） 

② 代表的工場による実行上の問題の有無の確認 
 業種や規模を勘案して工場を選定し、暫定フォーマットの使用を試みて実行上の

問題点を把握する。 
③ 収集データの解析に関する OJT 

 エラーデータのチェック方法 
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 いくつかの目的に応じたデータ解析手法 
④ モデル地域の汚染排出量の算出 
⑤ フォーマットの検証と改定 

（注—2）フォーマットへの記入と記入済みフォーマットの DONRE への提出を工場に

依頼できる根拠は、環境保護法 103 条にある。 
 

3） 排出原単位の検討 
生活系排水や畜産系排水等（集合形態を含む）の点源、及び水田、畑地、山林、市街

地、降雨等の面源に係る汚染物質の排出原単位の作成は、河川の汚染の負荷解析に必要

となる。しかし、ベトナムの汚染排出実態を踏まえた汚染物質の排出係数の開発には相

当の年月を要する。このため、本調査では、これまでベトナムで行われた既存の汚染排

出情報、あるいは排出係数の開発研究等の既存情報、さらに日本を含む先進国の関連排

出係数等を活用し、汚染排出量の算出を試みることとする。 
 

4） カウ川のモデル地域における汚染排出インベントリー情報の GIS データベースの開発 
汚染排出インベントリー情報の GIS データベースの開発に際しては、VEPA/MONRE

が使用している“Map-Info”との連携を確保すること。 
 

5） カウ川のモデル地域の汚染地図の作成 
下記検討を行うために、上記 3）を活用し水質汚染地図を試験的に作成する。 
 水質に大きなインパクトを与える主要汚染源の把握 
 高インパクトゾーン、中インパクトゾーンの把握（注—3） 
 水利用へのリスク（現在及び将来の潜在的リスク含む）のある水域の把握 

（注—3）ゾーンは後背地を指す。 
 

6） 汚染排出インベントリーのガイドラインの作成 
① 上記作業結果を踏まえ、ガイドラインを作成する。なお、ガイドラインの作成にあ

たっては、ダイ川で ADB が行う調査結果も活用する。 
② ガイドラインの活用を確実なものにするため、関係 DONRE の職員を対象にワーク

ショップを計画、実施する。必要な場合は、他の河川流域の DONRE 職員も対象と

する。 
 
【成果 3】河川流域の水環境管理のための多様な汚染抑制アプローチの検討 

 
（1）多様な汚染抑制アプローチを取りまとめた報告書及び Inspection Handbook の主たる利用

者 
MONRE、DONRE、企業 

 
（2）多様な汚染抑制アプローチ検討の要点 

1） 多様なタイプの汚染抑制アプローチ及び実施支援措置を検討する 
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2） カウ川のモデル地域での検証作業を通じ、アプローチと関連技術のベトナムへの適用

性を検討する 
3） ベトナムの諸条件に適すると考えられるアプローチと関連技術を報告書として取りま

とめる 
4） “Inspection Handbook”をレビューし、アップデートする 

 
（3）具体的活動のイメージ 

1） 廃水の発生とベトナムで用いられている汚染抑制措置の特徴の把握 
① カウ川を主たる対象に、廃水の発生とベトナムで用いられている汚染抑制措置の特

徴を把握するために下記情報を活用する（注—4） 
 インスペクションの記録 
 EIA 報告書 
 汚染排出インベントリー（成果 2） 
 関連法令遵守違反の記録 
 廃水課徴金による抑制措置 
 関連 License, Certificate 情報 
・Certificate of environmental standards satisfaction 
・Registration to environmental standards satisfaction 
・List of environmental-impacted operation 
・License to mineral production 
・License to mineral investigation 
・License to mineral exploration 
・License to mining 
・Certificate of properly carried out the pollution treatment measures by seriously polluted 

facilities 
・License to underground water investigation 
・License to exploration and usage of underground water 
・License to exploration and usage of surface water 
・License to waste water discharge 
 研究機関、大学等の関連報告書、論文 

② 下記ステークホルダーを対象にワークショップを計画、実施する 
 廃水処理対策を実施している先進的企業 
 廃水処理施設の設計、建設、メンテナンスを行っている企業、研究機関、大学 
なお、ワークショップの proceeding を作成する。proceeding には参加した廃水処理

施設の設計、建設、メンテナンスを行っている企業、研究機関、大学のリストを加え

ることが望ましい。 
（注—4）ヌエ・ダイ川の ADB 調査の情報も活用すること。 

 
2） 多様な汚染抑制アプローチ及びそれらに対する支援措置の検討 

① 規制的手法、制度的手法（手続き手法）、土地利用管理的手法、経済的手法、市場的
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手法等の多様な汚染抑制アプローチに関する情報の収集と整備（ベトナム、その他ア

ジア各国での適用例を含む） 
② クリーン生産、廃棄物のリサイクル、リユース、節水に関する一般情報の収集 
③ インドネシア、フィリピンにおける汚染抑制アプローチの分析（注—5） 
④ （1）、（2）、（3）の情報を基礎にした、対策アプローチの弱点、有利な点の分析 
⑤ 汚染抑制アプローチの適用とその実施を支援するためのシステム（メカニズム）及

び資金確保の分析 
 少なくとも以下に示したベトナムに存在する資金源、資金調達措置の分析、さら

に、新たな資金源の創設を検討し、それらの活用法について検討する。 
・政令 67 号による資金〔地方予算、環境保全基金（VEPF）〕 
・銀行ローン 
・環境予算（政治局決議第 41 号による国家支出の 1％の割り当て） 

（注—5）インドネシアの PROKASHI、PROPER PROKASHI、フィリピンの Environmental 
Partnership Program における企業の環境パフォーマンスの rating 等の企業の自

主管理を促し、企業努力が市場で評価され得るアプローチ 
 

3） 検討したアプローチ、関連技術のベトナムへの適用性の検討 
① カウ川のモデル地域における汚染源の特質の詳細な分析 
② 適用可能なアプローチと技術の選択 
③ 上記アプローチと技術を適用するにあたり、必要とされる条件の分析及び支援措置

の検討（注—6） 
④ 費用と期待される効果の分析 

（注—6）地方政府による条例、特別基金、インセンティブ付与等の行政措置の検討を

含む 
 

4） ベトナムに適した汚染抑制アプローチと技術を取りまとめた報告書の作成 
① 上記（3）の 1）、2）、3）の結果の総合的分析 
② 上記（1）の総合的分析を基礎にした報告書（案）の作成（注—7） 
③ 報告書案をファイナライズするためのワークショップの開催 

（注—7）報告書のスタイルとしては、一般的な報告書、ハンドブック、ガイドライン、

マニュアル等が考えられるが、検討結果のレベル、行政での利用形態を踏ま

え、ベトナム側とよく協議して決めるのが望ましい。 
 

5）“Inspection Handbook”のレビュー及びアップデート 
① インスペクション等に関連する法的枠組みのレビュー 
② 現行の“Inspection Handbook”のレビュー及びアップデート 

 
【成果 4】河川流域の水環境管理計画の策定に関するハンドブックの開発 
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（1）ハンドブックの主たる利用者 
1） 直接的利用者：MONRE 及び DONRE、流域委員会 
2） 間接的利用者：研究機関、大学、企業、市民、ドナー 

 
（2）カウ川モデル地域の水環境管理計画の策定及びハンドブック作成の要点 

1） カウ川モデル地域の水環境管理計画の策定 
 成果 1、2、3 で開発された環境管理に関する諸ツールの具体的な活用手法を MONRE、

DONRE が学ぶ機会の提供 
 ベトナムに適した水環境管理計画のフレームワーク、内容、策定手順の検討・構築 
 モデル地域に適した対策アプローチ、対策技術、支援措置の検討・提示 

 
2） ハンドブックの作成 

 河川流域の水環境管理計画の解説付きフレームワークの提供 
 水環境管理計画策定の流れと作業ステップの解説 
 本調査で開発された環境管理ツール及び一般的環境管理ツールの活用手法を各ステ

ップごとに解説 
 

（3）具体的活動のイメージ 
1） カウ川流域の M/P（注—8）を考慮した水環境管理計画のフレームワークのデザイン 

① カウ川流域の M/P の簡単なレビュー 
② カウ川流域の M/P を考慮した水環境管理計画のフレームワークのデザイン（注—9） 

（注—8）カウ川流域の M/P とは、“The Master Plan on the Protection and Sustainable 
Development of the Landscape and Ecological Environment of Cau River Basin”を

指す。 
（注—9）水環境管理計画のフレームワークは、以下のような章だてで構成されること

が考えられるが、先進国と途上国の差異に留意し、ベトナムの水環境計画の

フレームワークとして適切なものにする必要がある。この点に考慮すれば、

以下に例示した章だてのうち、ビジョン・ゴール・目標の設定、対策のシナ

リオと対策プログラムに関しては、わが国の環境管理計画の例（地方自治体

が策定している環境基本計画）をそのまま参考にすることは望ましくない。

すなわち、1 人当たり 3 万 USD 以上の経済力をもち、公害防止の段階を遥か

前に了し環境管理に既に取り組んでいる日本と、1 人当たり 1,000USD 以下の

弱い経済力で、公害防止の基礎に取り組み始めたばかりであり、将来の経済

開発が強く期待されているベトナムとの違いに配慮しなければならない。ま

た、対策の結果、“期待される変化”を、例えばアクションプランの後で、分

かりやすく示す等の工夫も必要である。したがって、これらの検討にあたっ

てはベトナム側と十分検討を重ね、合意を形成しながら計画策定することが

必要である。 
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＜水環境管理計画の章だての例＞ 
 序論：水環境の現状、汚染の特徴、水利用上の問題等 
 計画のビジョン、ゴール、目標 
 目標を達成するための基本戦略 
 汚染抑制のアプローチ（あるいは戦術）と汚染抑制技術 
 対策の各種シナリオと費用・効果 
 対策のシナリオに対応した対策プログラム 
 水汚染改善のための Comprehensive, Coordinated and Feasible アクションプラン 
 アクションプランの実行計画 
・ 中期目標対応、長期目標対応 
・ 対策の実施支援措置 
・ 資金計画 
・ 調整事項 
 実行計画のモニタリングと評価 
 提言等 

 
2） カウ川モデル地域に対する合理的対策の検討 

① 合理的対策検討の予備的作業として以下の作業を行う 
 水汚染状況の考察 
 排出汚染物質のインベントリーの作成 
 汚染メカニズムの解析（点汚染源、面汚染源、都市汚染源の特徴及び水質との関

連） 
 必要汚染削減負荷量の検討に必要とされる適切なレベルの水質予測モデルの選定

とテスト 
 将来の開発計画と水環境の変化の予測 
 汚染の程度、必要対策の程度、あるいは対策の緊急性等を考慮した対策優先ゾー

ンの設定 
 水管理のための土地利用からのアプローチ（ゾーニング等）の基礎的検討 
 汚染抑制アプローチの適切な組み合わせの検討 

② カウ川のモデル地域の合理的な汚染対策の策定 
 短期、中期（例：2012 年）、長期（例：2020 年）の汚染対策計画の検討 
 水質目標（中期、長期）の設定（注—10） 
 水質目標を達成するための汚染負荷削減量の算定及び削減負荷量の割り当て

（allocation）の算定 
 削減負荷量の割り当ての戦略的検討（中期目標—長期目標、点汚染源—面汚染源、

対策優先ゾーン、大企業—中小企業、モデル地域の上流域—下流域、等のバランス

に配慮） 
 削減負荷量を確保するために必要な汚染抑制アプローチと汚染抑制技術の検討と

選定 
 上記対策の費用・効果の検討 
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 選定されたアプローチと技術のレビュー及び修正 
 上記対策の実行計画の検討 

（注—10）ここでは水質目標を現行のベトナムの水質環境基準だけに限定しないとい

う考え方をとっている（現行水質環境基準は BOD に関しては簡易なもので、

多様な水利用に対応した基準とはなっていない）。 
 

3） カウ川のモデル地域の水環境管理計画の策定 
以下の作業を通じ、1）で策定された水環境管理計画のフレームワークに沿ったカウ

川のモデル地域の水環境管理計画を策定する。 
 上記 1）、2）の作業の総括的レビューの実施 
 検討された汚染対策計画の実行を確保するための資金計画の検討 
 具体的対策計画と資金計画を踏まえ、支援措置を全般的にリファイン 
 計画の進捗及び対策の効果（排出負荷量の削減及び水質の改善）をモニターする

ための計画の策定 
 勧告の策定 

 
4） 水環境管理計画策定のためのハンドブックの作成と普及活動 

上記（3）の 1）、2）、3）を通じて作成したカウ川流域のモデル地域に対する水環境管

理計画に基づき、さらに ADB がダイ川を対象に実施している調査の結果を活用し、河

川流域の水環境管理計画策定のハンドブックを作成する。さらに、他の河川流域で同様

の水環境管理計画を策定する際に河川流域の水環境委員会、関連の DONRE がこのハン

ドブックを活用できるようにするため「ハンドブック普及と活用促進」のためのワーク

ショップを開催する。 
 
【成果 5】河川流域の環境保全のための法的フレームワークと調整メカニズムの改善に関する提

言 
 

（1）提言の主たる利用者 
MONRE 及び DONRE、河川流域の環境委員会（仮称） 

 
（2）提言の要点 

1） 法規制のフレームワークと調整メカニズムに関する問題の全体像を提示する 
2） 実践的である 
3） 問題点を改善する点で役立つ 

 
（3）具体的活動のイメージ 

1） レビューを行うための素材の取りまとめ 
 関連する法律、Decree、他の行政上の法的措置の該当する章・条項 
 今までに実施した関連レビューの資料 
 既存の河川流域の管理組織のパフォーマンスと問題点に関する情報 
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 ADB のプロジェクト（フェーズ II）の結果 
 

2） 取りまとめた素材の分析 
 取りまとめられた素材の分析 
 具体的な事例があれば、それを分析することを奨励 

 
3） 提言の検討 

法規制のフレームワークと調整メカニズムを改善するための提言を検討し、提示する 
 

２－５－４ 調査対象地域（モデルエリア含む） 
本調査の主な対象地域は、カウ川とする。ヌエ・ダイ川については ADB の協力が実施中で

あることから、サブ調査地域として位置づけ、成果達成のために必要な情報については適宜活

用することでベトナム側と合意した（ドンナイ・サイゴン川については調査対象地域から外す

こととした）。 
モデルエリアについては、カウ川上流（カウ川とコン川の合流地点より上流部分）を候補地

とし、本格調査開始後早期にプレアセスメントを実施し、最終的には、プロジェクトの意思決

定機関である Project Coordinating Unit（PCU）において承認することでベトナム側と合意した。 
 

＜カウ川＞ 
カウ川に係る首相決定の M/P では、関係する地方省は 6 つ（Bac Kan, Thai Nguyen, Bac Gang, 

Bac Ninh, Vinh Phuc, Hai Duong）であると述べている。また、近々発効が予定されている「カウ

川流域の環境保全委員会の設立に係る首相決定」でも同様の地方省が対象となっている。さら

に、VEPA が作成している“Environment Report 2006,Water Quality in Three River basins”で表示す

る図は、カウ川は Hai Duong 省にぶつかる地点、言い換えれば 3 つの省（Bac Ninh, Bac Giang, Hai 
Duong）が交わる境界線までとなっている。その図によれば、Hai Duong 省は流域には入らない。

一方、カウ川の支流である Ca Lo 川は、ハノイ市の北部を横断して Vinh Phuc 省に入っている

が、ハノイ市は、カウ川流域に含まれていない。第 2 次事前調査時に VEPA にこの点の確認を

依頼したが、明確な回答は得られなかった。これは、政治的配慮によるものかもしれない。 
 

２－５－５ 調査実施体制 
調査活動のスムーズな実施、成果の達成に責任をもつフォーカルポイントは VEPA/MONRE

とすることで協議議事録（M/M）上は合意したが、今後の動向については注意が必要（以下、

2-7 団長所感 2-7-1 参照）。調査の意思決定機関としては、Project Coordinating Unit（PCU）を設

立し、その下にベトナム、日本側双方のスタディ・チームが置かれることで双方合意した。詳

細な調査実施体制については、署名済みミニッツの ANNEX 2 を参照。 
 

２－５－６ 調査期間 
調査期間は、開始後 20 ヵ月間程度とする。成果品の提出時期を含む詳細なスケジュールは、

実施細則（S/W）の Appendix 1 を参照。 
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２－６ 調査実施上の留意事項 

２－６－１ 省庁再編の動向 
省庁再編に関しては、MONRE 業務の拡大をもたらす整理・統合がなされることが予想され

ているところ、開発調査の実施においては、これらのベトナム政府の動向に留意をしつつ、い

かなる行政機構の変更にも影響されない本質的な河川流域環境管理体制の構築に向けた開発

調査の成果品のインパクトを最大限に維持するように検討を行うことが重要である。 
なお、調査団帰国後にベトナム事務所を通じて確認した結果、ベトナム第 12 期国会にて省

庁再編が議論され、従来の 26 省庁（省庁級機関を含む）から 22 省庁にスリム化することが、

7 月 31 日に承認された模様である。環境関連では、MONRE に海洋開発部門が統合され、天然

資源・環境・海洋省（Ministry of National Resources, Environment and Sea：MONRES）となった。

これを受けて、地方省における人民委員会下部の DONREs にも海洋関連部門が付加される予定

である。さらに、MONRE 内部の関係部課の整理・調整もなされる予定であるが、2007 年 8 月

時点では具体的な決定はなされていない。 
 

２－６－２ カウ川流域管理委員会発足動向 
カウ川の流域管理委員会の発足は、ベトナム政府内の承認プロセスに時間を要していること

から遅れを生じてはいるものの、近日中に承認されることは大局的な見地から判断して間違い

ないと思われる。同委員会の主要な役割であるカウ川の M/P の実施及びその実施を担保する活

動計画の策定を考えると、開発調査の成果品がカバーする包括的な河川流域水環境管理計画の

プラクティスは、当該流域管理委員会の業務に反映・活用されることが望ましいので、開発調

査期間中に調査終了後の成果品の効果的な活用を図るアプローチ手法の検討をすることが重

要である。 
 

２－６－３ 他流域に係る M/P 作成動向 
3 河川の環境保全に関しては、国家環境保護戦略に基づき、既にカウ川で M/P が作成されて

いる。今後ヌエ・ダイ川及びドンナイ・サイゴン川で M/P が作成されることとなっている。

M/P の実施のためのアクションプランについては、カウ川で河川流域管理委員会が近々設置さ

れ、同委員会がカウ川流域全体を対象にアクションプランの作成に着手する予定との由である

（下記参照）。 
3 河川の環境保全に係る上記戦略に加え、河川流域管理に係る Decree 案が検討されている。

同案は現在、関係者からのコメントを求めている段階で、近々採択されるとのことである。原

案では河川流域を National、Important、Provincial の 3 段階に区分するとしている。また、水環

境と水生生態系の保全を含む Framework Plan 及び Component Plan の作成が謳われている。 
3 河川を対象とした M/P 作成、そして、現在検討中の河川流域管理の Decree での計画の作成

を展望すると、本調査で開発する水環境の保全に関する管理ツール及び水環境管理計画の策定

手法に関するツールが活用される機会が今後、多くなると思われる。 
 

２－６－４ 河川流域管理委員会発足後に実施される流域全体アクションプラン作成作業と

の内容・スケジュール調整 
カウ川の M/P に基づく流域委員会の設置が進んでおり、設置後は流域委員会としては、速や
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かに 2007 年度の行動計画の策定や来年以降の対応を策定することが求められると想像される。

このため、流域委員会ではローカルコンサルタントを雇い、必要な行動計画を策定する計画に

なっているといわれている。 
このため、本開発調査の作業が並行して進行することとなる。流域委員会のローカルコンサ

ルタントは、既存の情報を基に作業を進めることになると予想されるため、導き出される行動

計画等に限界があると思われるが、本開発調査チームが十分に連携をとり、混乱の発生を未然

に防ぎ、無駄のない対応を図り、むしろ積極的に利用しあう体制を構築すべきである。 
 

２－６－５ C/P 実施体制の脆弱さ 
MONRE、DONREs は発足 5 年の若い行政組織であり、公害防止という環境保全の基礎から、

環境管理という総合性を求められる施策の立案、実施に関する経験が圧倒的に不足している。

環境問題の悪化を背景に、汚染企業の調査、3 河川の環境保全に関する M/P、アクションプラ

ンの策定、そして現在検討中の河川流域管理にみられるように、近年、矢継ぎ早に施策が打ち

出されてきている。しかし、実施に欠くべからざるツールとシステム（環境質のデータベース、

汚染源排出台帳、工場に対するインスペクションと監督システム、汚染抑制技術ガイドライン、

環境質と汚染排出の関連分析手法、等）が十分開発されていないため、これらの施策の実施能

力という点で大きな弱点を抱えている。 
この弱点のため、MONRE が、施策の実施を担当する地方政府の DONRE に対し、施策実施

上の指導及びガイダンスを十分に行い得ないという状況を生じている。 
MONRE の組織体制上の特徴は、従来から存在する部局（例：VEPA）あるいは他省の部門（例：

水資源管理部）の寄り合い所帯であることにある。これらの部局の縦割りは極めて強く、情報

の共有、課題への共同的取り組みを阻害している。 
このような MONRE の脆弱性は、本調査実施上の阻害要因となるが、逆に、本調査が、この

ような阻害要因を取り除き、MONRE、DONRE の施策実施能力の基礎を形成する大きな機会と

なるように、調査を実施することが重要と考える。 
 

２－６－６ 環境社会配慮に関する留意事項 
環境社会配慮に関しては、開発調査に含まれる公共水域水質モニタリングシステムのデザイ

ン検討やインベントリー・フォーマットの開発などの行政管理ツールの開発においては、本質

的に環境負荷を助長する性質のものではないため、特に支障はないと考えられる。しかしなが

ら、水質汚濁対策手法及び規制アプローチの検討の段階、ならびに流域水環境管理計画の策定

段階では、対策措置など検討内容によって環境社会影響が懸念される場合には、代替案、環境

影響の予測･評価、緩和策、ステークホルダー協議内容、聞き取り調査内容、モニタリング計

画等を必要に応じて検討し、成果品に盛り込むことが必要である。また、すべての調査結果を

基にする成果品の普及をめざした流域水環境管理計画策定ハンドブックを作成する際には、既

存の河川流域の持続的な環境管理･保護に向けての M/P に関し、必要に応じて戦略的環境アセ

スメント的な見地からその内容をレビューし、上位計画の面からも環境社会影響に対して配慮

するように取りまとめを行うことが重要である。さらに、最終報告書を作成する際には、環境

社会配慮ガイドラインを満たすことを確認したうえで、ベトナム政府に提出することが必要で

ある。 
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２－７ 団長所感 

本調査のねらい、具体的成果ならびにその作成方法については、ベトナムの現状を踏まえ、や

や変則的ともいえる内容となったが、先方からの十分な理解と指示を得て、今般、最終合意にた

どり着くことができた。本調査で開発予定の、河川流域における水質改善を主眼とした水環境管

理計画作成に必要な管理ツールの利用により、水質汚濁が進行するベトナム重要河川流域の水質

改善計画の作成とその対策実施が、今後期待できる。本調査では、ハノイ近郊のカウ川流域を調

査対象とするが、調査終了後についてはベトナム側自身によるその他重要河川流域への成果展開

をねらう仕立てとなっている。以下に、第 2 次事前調査を通じて確認された主な事項を記す。 
 

２－７－１ 本調査における先方フォーカルポイント問題について 
第 1 次事前調査において合意された本格調査の基本的枠組みについては、第 1 次事前調査実

施後から第 2 次事前調査実施前までの間、日越双方の間でその詳細検討のための意見交換を書

面にて実施していたが、その間、ベトナム側 MONRE 内部での意見調整がスムーズに実施され

ていない実態があった。本調査のフォーカルポイントとされる MONRE 国際協力局（ICD）と、

技術的フォーカルポイントとされる VEPA 間での意見の相違である。今回、第 2 次事前調査団

の受入れについては、直前で先方の受入れ対応に変更があり、結局、本調査団については、全

面的に VEPA の調整で協議が取り仕切られた。今回の調査期間中、毎日協議が続いたが、VEPA
の参加意欲に比し ICD/MONRE からの出席は 2 回しかなく、また、その責任者の参加は最終文

書署名式のみであり、ICD/MONRE の主体性を感じることはできなかった。VEPA 事務レベル

からの説明によれば、本格調査のフォーカルポイントは技術面も含め VEPA/MONRE であると

主張していたが、ミニッツ署名直前の VEPA 責任者（vice director general）の説明によれば内容

が異なっていた。ICD/MONRE と VEPA/MONRE が共同でフォーカルポンイトを担うという説

明であった。このため、フォーカルポイントの決定は最終合意文書となる S/W への署名者特定

を含め、未だ MONRE 内で未決着である。第 2 次事前調査団としては、早急な MONRE 内での

調整とその結果報告を VEPA 及び ICD 双方に対し依頼したが、JICA としてはこの問題解決に

引き続き注視する必要がある。 
 

２－７－２ 本調査とベトナム都市環境管理プログラムの関係及び本調査結果活用の方向性

について～河川流域水環境管理改善 
JICA で進める「都市環境管理協力プログラム」作成にあたり、本調査成果は形成中、他案件

実施に対し有効な水環境管理ツールの提供により全体協力プログラム展開への貢献が求めら

れている。本調査では、この流れに沿う形で DONRE の環境管理能力向上に資する成果品を開

発したい。しかしながら、他方で、本協力プログラム構想においては、可能であれば、DONRE
環境管理能力向上をベトナム政府が重視する国家重要河川流域の水環境改善支援、という視点

をもって展開することを提案したい。本調査ではカウ川の一部地域をモデル地域として合理的

水環境管理計画及びアクションプランを作成することとしているので、JICA の今後の協力展開

としては、右モデル地域での経験を活用し、カウ川全流域（同地域の DONREs）を対象とした

水環境管理対策強化を推進する方向性を提案したい。本調査モデル地域以外での区域に関する

水環境管理計画・アクションプランの作成、そしてそれら計画の実施に当面、協力資源を集中
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投入できないだろうか。さらには、カウ川流域以外の他の国家重要河川（ヌエ・ダイ川、ドン

ナイ川）流域の水環境管理改善に着手できないだろうか。これらを円借款協力とも連携しつつ

展開できれば一層効果的である。これは、VEPA/MONRE が希望する方向性でもあった。この

構想の実現に向け、関連タスクフォースなどの検討を基に、JICA 関連部署間での協力プログラ

ムの最終化を行っていきたい。 
 

２－７－３ 本格調査実施に係る Introductory Meeting/Workshop の開催について 
本格調査については、カウ川流域管理委員会（設立予定）といかに効果的関係を構築するか、

また、主要構成員となる関連中央省庁及び流域を構成する DONRE（及び人民委員会）をいか

に巻き込むかが重要となる。特に、DONRE は本格調査で開発する各種水環境管理ツールの利

用者に位置づけられている。これら関連ステークホルダーへの本格調査実施の紹介と調整が必

要であるが、第 2 次事前調査においては時間制約により実施できなかった。そこで本格調査開

始前の適当な時期に、VEPA/MONRE との共催で関連ステークホルダーを対象とした

Introductory Meeting/Workshop 開催を検討することを先方と合意した。これをぜひ実現したい。 
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1) Report on environment pollution in the basins of Nhue river, Day river and proposals on solutions, 
2006, Ministry of Natural Resource and Environment  

2) List of production bases located outside industrial park 
3) Guidebook on Inspection for Environment Protection Hanoi- 2002 (“Inspection Handbook”) 
4) Report on Nhue- Day River, Ha Tay Provincial People’s Committee, March 12 2007 
5) Report on Environment Monitoring Result of Cau River’s Basin, 2005, VEPA/MONRE 
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Duong, Vinh Phuc),  January 2005 

10) Report on the results of Environmental Observation of the Cau River Basin in 2005, Center for 
Environment Monitoring and Protection of Thai Nguyen 

11) National Report on the State of the Environment State Report 2006, The Current State of Water 
Environment ini 3 River Basins of Cau, Nhue – Day and Dog Nai, Hanoi 2006, MONRE 

12) Inception Report ADB TA 3892-VIE: Phase 3 of Componet 3, Ambient water quality management in 
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13) Decision on Establishing the Environmental Protection Commission in Cau River Basin (draft) 
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Management Planning and Design Phase (Phase 2) (draft TOR) 
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16) The Government Decree (Draft) on River Basin Management, No./2008/ND-CP, Hanoi, January 2007  
17) Vietnam Water Sector Resource Review May 13 1996, Report No. 15041,WB 
18) Project Appraisal Document on a Proposed Credit in the Amount of SDR105.7(US$157.8 million 

equivalent) to the Socialist Republic of Vietnam for the Vietnam Water Resources Assistance Project 
March 3, 2004, Report No: 27395-VN WB 

19) Desicion No. 16/ 2007/ QD- TTg, Approving “Master plan monitoring network on national natural 
resources and environment to 2020”, Hanoi, January 29, 2007 
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2006 

４．収集資料リスト

－160－





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	表紙
	大扉
	通貨レート
	序文
	目次
	調査対象地域図
	略語一覧
	第一部　第１次事前調査
	第１章　第１次事前調査の概要
	１－１ 要請の背景及び調査団派遣の経緯
	１－２ 調査団派遣の目的
	１－３ 調査団員の構成
	１－４ 調査期間及び日程
	１－５ 主要面談者

	第２章　現地調査結果
	２－１　要請背景及び内容の確認
	２－２　社会経済開発概況と環境への影響
	２－３　河川流域の環境状況
	２－４　河川流域環境管理状況
	２－５　現地再委託
	２－６ 水環境分野における主要ドナーの動向

	第３章　本格調査の内容
	３－１ ミニッツ要約
	３－２ 本格調査内容

	第４章　本格調査実施上の留意事項
	４－１ 協力実施における留意事項、申し入れ事項
	４－２ 開始までの調査スケジュール

	付属資料
	１．要請書（和文概要、英文オリジナル）
	２．Minutes of Meeting（M/M）
	３．河川流域現地踏査結果
	４．収集資料リスト


	第二部　第２次事前調査
	第１章　第２次事前調査の概要
	１－１ 第2 次事前調査の経緯と目的
	１－２ 第2 次事前調査実施方針
	１－３ 調査内容
	１－４ 調査団の構成
	１－５ 調査期間及び日程
	１－６ 主要面談者

	第２章　現地調査結果
	２－１ 先方の取り組み状況・課題
	２－２ モデルエリア候補地視察結果
	２－３ 本格調査内容を設定した基本的視点
	２－４ 当該分野における関連ドナー動向（CIDA、ADB）
	２－５ 本格調査スコープ概要
	２－６ 調査実施上の留意事項
	２－７ 団長所感

	付属資料
	１．Scope of Work（S/W）
	２．Minutes of Meeting（M/M）
	３．第2次事前調査におけるM/M
	４．収集資料リスト





